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金
融
危
機
の
震
源
地
で
あ
る
ア
メ
リ
カ
で

は
、
自
動
車
、
電
気
な
ど
製
造
業
か
ら
金
融
、

情
報
通
信
な
ど
サ
ー
ビ
ス
業
ま
で
広
範
な
分

野
で
人
員
削
減
策
が
発
表
さ
れ
て
い
る
。
一

〇
月
の
失
業
率
は
六
・
五
％
に
達
し
た
。
こ

の
水
準
を
記
録
し
た
の
は
一
四
年
七
カ
月
ぶ

り
だ
。
政
府
は
一
〇
月
初
旬
に
最
大
七
〇
〇

〇
億
ド
ル
の
公
的
資
金
を
支
出
す
る
金
融
安

定
化
法
を
成
立
さ
せ
た
。
雇
用
対
策
で
は
、

失
業
保
険
給
付
の
期
間
延
長
が
決
定
さ
れ
、

こ
の
た
め
に
六
〇
億
ド
ル
強
の
予
算
が
計
上

さ
れ
て
い
る
。
Ｇ
Ｍ
（
ゼ
ネ
ラ
ル
モ
ー
タ
ー

ズ
）
な
ど
自
動
車
メ
ー
カ
ー
へ
の
支
援
策
を

ど
う
す
る
か
が
い
ま
焦
点
と
な
っ
て
い
る
。

金
融
危
機
の
発
端
は
二
〇
〇
六
年

一
二
月

今
回
の
「
金
融
危
機
」
の
実
体
経
済
へ
の

影
響
の
端
緒
は
、
二
〇
〇
六
年
一
二
月
頃
だ

と
言
え
る
。
当
時
、
オ
ウ
ン
イ
ッ
ト
・
モ
ー

ゲ
ー
ジ
・
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
や
モ
ー
ゲ
ー
ジ
・

レ
ン
ダ
ー
ズ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
い
っ
た
サ

ブ
プ
ラ
イ
ム
住
宅
ロ
ー
ン
を
専
門
的
に
手
掛

け
る
比
較
的
小
規
模
の
金
融
機
関
が
資
金
繰

り
に
行
き
詰
ま
り
業
務
を
全
面
的
に
停
止
し

た
。
各
社
は
二
〇
〇
七
年
二
月
に
相
次
い
で

連
邦
破
産
法
一
一
条
を
申
請
し
た
。
さ
ら
に

三
月
に
は
、
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
ロ
ー
ン
分
野
で

全
米
二
位
の
ニ
ュ
ー
・
セ
ン
チ
ュ
リ
ー
・
フ
ァ

イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
が
経
営
破
綻
の
可
能
性
を
理

由
に
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
証
券
取
引
所
か
ら
上
場

廃
止
を
宣
告
さ
れ
、
四
月
、
連
邦
破
産
法
一

一
条
を
申
請
し
た
。

そ
の
後
も
金
融
機
関
の
破
綻
が
続
出
し
て

い
っ
た
。
ベ
ア
ス
タ
ー
ン
ズ
の
救
済
の
た
め

に
Ｊ
Ｐ
モ
ル
ガ
ン
向
け
資
金
供
与
が
行
わ
れ

た
の
が
二
〇
〇
八
年
三
月
、
連
邦
住
宅
抵
当

金
庫
（
フ
ァ
ニ
ー
メ
イ
）、
連
邦
住
宅
貸
付

抵
当
公
社
（
フ
レ
デ
ィ
マ
ッ
ク
）
の
国
有
化

が
二
〇
〇
八
年
九
月
一
五
日
、
こ
の
一
週
間

後
に
リ
ー
マ
ン
ブ
ラ
ザ
ー
ズ
が
経
営
破
綻
し
、

金
融
危
機
が
本
格
的
に
顕
在
化
し
た
。

今
年
一
月
か
ら
就
業
者
数
は
減
少

こ
れ
ら
の
金
融
部
門
に
お
け
る
「
危
機
」

相
次
ぐ
人
員
削
減
、

　

一
〇
月
の
失
業
率
は
六
・
五
％
の
高
水
準

―

失
業
保
険
給
付
の
期
間
延
長
に
六
〇
億
ド
ル
強

ア
メ
リ
カ
の
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
住
宅
ロ
ー
ン
問
題
に
端
を
発
す
る
今
回
の
金
融
危
機
。
グ
ロ
ー
バ
ル
化
し
た
経
済
下
に
お
い
て

は
影
響
が
世
界
へ
波
及
す
る
ス
ピ
ー
ド
も
速
い
。
一
部
の
国
で
は
す
で
に
失
業
率
が
上
昇
す
る
な
ど
雇
用
へ
の
影
響
が
じ
わ

じ
わ
と
出
始
め
て
い
る
。
一
一
月
一
四
、一
五
日
に
は
ワ
シ
ン
ト
ン
で
Ｇ
20
首
脳
会
議
（
緊
急
金
融
サ
ミ
ッ
ト
）
が
開
催
さ
れ
、

未
曽
有
の
危
機
に
立
ち
向
か
う
た
め
、
世
界
の
主
要
国
・
地
域
が
連
携
し
て
こ
の
問
題
に
対
応
し
て
い
く
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

こ
れ
を
受
け
各
国
で
大
胆
な
景
気
刺
激
策
が
相
次
い
で
発
表
さ
れ
て
い
る
。
欧
州
で
は
欧
州
委
員
会
が
、
全
加
盟
国
の
Ｇ
Ｄ

Ｐ
一
・
五
％
に
相
当
す
る
二
〇
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
規
模
の
景
気
対
策
案
を
加
盟
各
国
に
提
示
し
た
。
金
融
危
機
が
実
体
経
済
に

及
ぼ
す
影
響
を
い
か
に
最
小
限
の
被
害
で
食
い
止
め
る
か
、
各
国
の
対
応
策
を
リ
ポ
ー
ト
す
る
。【
国
際
研
究
部
】

アメリカ

金融危機が諸外国に
与える影響とその対応
金融危機が諸外国に
与える影響とその対応
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を
労
働
市
場
全
般
の
動
向
と
照
ら
し
合
わ
せ

る
と
、
二
〇
〇
六
年
一
二
月
の
約
半
年
後
の

二
〇
〇
七
年
八
月
が
一
つ
の
転
機
だ
っ
た
。

連
邦
労
働
省
が
九
月
七
日
に
発
表
し
た
雇
用

統
計
で
、
同
年
八
月
の
非
農
業
部
門
就
業
者

数
が
季
節
調
整
後
で
前
月
比
四
〇
〇
〇
人
の

減
少
と
な
り
、
二
〇
〇
三
年
八
月
以
来
四
年

ぶ
り
に
雇
用
減
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
の

発
表
を
受
け
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
株
式
市
場
は
、

七
日
午
前
、
売
り
に
急
反
落
し
大
幅
安
の
展

開
と
な
っ
た
。
当
時
、
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
な
ど

の
指
摘
に
よ
る
と
、
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
ロ
ー
ン

の
焦
げ
付
き
急
増
を
背
景
に
、
金
融
、
建
設

で
雇
用
情
勢
が
悪
化
し
、
実
体
経
済
に
も
影

響
が
出
始
め
て
い
る
と
の
こ
と
だ
っ
た
。

雇
用
統
計
発
表
の
影
響
は
大
き
く
、
長
期

金
利
は
下
落
し
、
九
月
一
八
日
に
米
連
邦
準

備
制
度
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
は
、
フ
ェ
デ
ラ

ル
フ
ァ
ン
ド
（
Ｆ
Ｆ
）
金
利
の
誘
導
目
標
を

四
・
七
五
％
へ
と
〇
・
五
％
の
大
幅
利
下
げ

に
踏
み
切
っ
た
。
二
〇
〇
六
年
六
月
以
来
、

Ｆ
Ｆ
金
利
誘
導
目
標
は
五
・
二
五
％
に
据
え

置
か
れ
て
お
り
、
利
下
げ
は
〇
三
年
六
月
以

来
、
四
年
三
カ
月
ぶ
り
の
も
の
で
あ
っ
た
。

た
だ
し
、
就
業
者
数
減
の
数
値
は
、
連
邦
政

府
・
地
方
自
治
体
の
雇
用
急
増
を
要
因
と
し

て
、
翌
月
に
八
万
九
〇
〇
〇
人
増
へ
と
大
幅

上
方
修
正
さ
れ
た
。

雇
用
統
計
を
振
り
返
る
と
、
実
際
に
就
業

者
数
が
増
加
か
ら
減
少
に
転
じ
た
の
は
二
〇

〇
八
年
一
月
で
あ
る
（
図
１
、
図
２
参
照
）。

ま
た
、
同
時
期
の
失
業
者
数
と
失
業
率
の

推
移
を
示
し
た
も
の
が
図
２
お
よ
び
図
３
で

あ
る
。
二
〇
〇
八
年
四
月
以
降
の
上
昇
が
目

立
ち
、
一
〇
月
に
は
失
業
率
は
六
・
五
％
に

達
し
て
い
る
。
六
・
五
％
を
記
録
し
た
の
は

一
九
九
四
年
三
月
以
来
（
一
四
年
七
カ
月
ぶ

り
）
だ
。

シ
テ
ィ
グ
ル
ー
プ
、
五
万
人
強
の

人
員
削
減
発
表

今
年
九
月
以
降
一
〇
月
末
ま
で
に
相
次
い

で
発
表
さ
れ
た
人
員
削
減
、
解
雇
、
レ
イ
オ

フ
事
例
に
つ
い
て
は
本
誌
先
月
号
で
既
に
伝

え
た
。
そ
の
後
も
自
動
車
メ
ー
カ
ー
が
減
産

な
ど
に
よ
る
事
業
再
編
を
発
表
し
て
い
る
。

Ｇ
Ｍ
は
一
一
月
一
〇
日
、
二
〇
〇
九
年
の

第
一
四
半
期
の
一
〇
工
場
に
関
す
る
減
産
を

発
表
、
時
間
給
労
働
者
約
五
五
〇
〇
人
に
影

響
が
出
る
見
込
み
で
あ
る
。
ラ
ン
シ
ン
グ
デ

ル
タ
タ
ウ
ン
シ
ッ
プ
工
場
（
ミ
シ
ガ
ン
州
）、

オ
シ
ャ
ワ
工
場
（
カ
ナ
ダ
・
オ
ン
タ
リ
オ
州
）、

ハ
ム
ト
ラ
ム
ク
工
場
（
ミ
シ
ガ
ン
州
）、
ウ

レ
ン
ツ
ビ
ル
工
場
（
モ
ン
タ
ナ
州
）
な
ど
一

〇
工
場
で
、
一
月
一
二
日
か
ら
二
月
九
日
に

か
け
て
ラ
イ
ン
の
速
度
を
落
と
し
減
産
す
る

予
定
。
ま
た
、
こ
れ
以
外
に
特
定
の
工
場
名

は
挙
げ
ら
れ
て
い
な
い
が
、
金
型
工
場
で
減

産
が
予
定
さ
れ
て
お
り
、
一
九
〇
〇
人
の
労

働
者
が
影
響
を
受
け
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
給
与
労
働
者
に
つ
い
て
も
五
億
ド

ル
の
人
件
費
削
減
を
目
標
と
し
て
二
〇
〇
八

年
末
ま
で
に
人
員
削
減
を
行
な
う
予
定
と
発

表
さ
れ
て
い
る
。

他
の
業
界
で
も
、
国
際
ク
ー
リ
エ
サ
ー
ビ

ス
会
社
・
Ｄ
Ｈ
Ｌ（
九
五
〇
〇
人
）、オ
ペ
レ
ー

テ
ィ
グ
シ
ス
テ
ム
提
供
会
社
・
サ
ン
マ
イ
ク

ロ
シ
ス
テ
ム
ズ
（
六
〇
〇
〇
人
）
や
シ
テ
ィ

グ
ル
ー
プ
（
五
万
二
〇
〇
〇
人
）
が
大
規
模

な
人
員
削
減
を
発
表
し
た
（
表
１
参
照
）。

自
動
車
メ
ー
カ
ー
支
援
策
が
最
大

焦
点
に

金
融
危
機
の
実
体
経
済
へ
の
影
響
に
対
す

る
政
府
の
施
策
は
今
年
の
は
じ
め
か
ら
行
な

わ
れ
て
い
る
。
今
年
一

月
、
発
表
さ
れ
た
二
〇

〇
七
年
一
二
月
雇
用
統

計
は
、
失
業
率
が
二
年

ぶ
り
に
五
％
台
を
記
録

し
た
と
い
う
も
の
で

あ
っ
た
。
米
国
経
済
の

景
気
悪
化
が
懸
念
さ
れ

は
じ
め
た
頃
で
あ
る
。

こ
の
事
態
を
受
け
ブ
ッ

シ
ュ
大
統
領
は
一
月
一

八
日
、
所
得
税
と
法
人

税
の
減
税
を
柱
と
す
る

予
算
規
模
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約

一
％
相
当
の
一
五
〇
〇

億
ド
ル
規
模
の
緊
急
景

気
対
策
を
発
表
し
た

（
本
誌
二
〇
〇
八
年
二

月
号
参
照
）。
個
人
所

図１　就業者数増減の推移

2008 1

資料出所：労働統計局資料より作成

図２：就業者数と失業者数の推移

2007 12

資料出所：労働統計局資料より作成

図３：失業率の推移

資料出所：労働統計局資料より作成
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得
税
を
消
費
刺
激
の
た
め
に
還
付
す
る
戻
し

税
や
企
業
の
設
備
投
資
の
優
遇
税
制
を
中
心

と
す
る
内
容
だ
っ
た
。

こ
の
景
気
刺
激
策
に
際
し
て
、
民
主
党
か

ら
、
貧
困
層
向
け
の
食
料
品
購
入
券
増
発
、

失
業
保
険
給
付
延
長
、
そ
れ
に
公
共
投
資
の

追
加
を
盛
り
込
む
よ
う
に
要
求
が
出
さ
れ
て

い
た
。
こ
の
う
ち
失
業
保
険
給
付
期
間
の
延

長
に
つ
い
て
は
、
六
月
三
〇
日
と
一
一
月
二

一
日
の
二
度
に
わ
た
っ
て
決
定
し
て
い
る
。

六
月
に
成
立
し
た
法
律
で
は
、
従
来
の
失

業
給
付
期
間
を
満
了
し
て
し
ま
っ
た
労
働
者

に
対
し
て
、
一
三
週
間
の
給
付
延
長
措
置
が

取
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
ま
た
、
一
一
月

に
成
立
し
た
法
律
で
は
、
さ
ら
に
七
週
間
の

給
付
延
長
措
置
が
決
定
し
た
。
加
え
て
、
失

業
率
が
六
％
以
上
の
州
に
対
し
て
、
さ
ら
に

一
三
週
延
長
さ
れ
合
計
で
二
〇
週
の
給
付
延

長
措
置
が
取
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
二
つ

の
延
長
措
置
は
二
〇
〇
九
年
三
月
ま
で
の
も

の
で
、
予
算
規
模
と
し
て
前
者
が
一
億
一
〇

〇
〇
万
ド
ル
、
後
者
は
六
〇
億
ド
ル
が
見
込

ま
れ
て
い
る
。
ち
な
み
に
現
在
失
業
率
が

六
％
を
超
え
て
い
る
州
は
、
ロ
ー
ド
ア
イ
ラ

ン
ド
州
や
ワ
シ
ン
ト
ン
Ｄ
Ｃ
な
ど
一
八
州
で

あ
る
。
一
一
月
現
在
、
一
一
〇
万
人
の
労
働

者
が
六
月
に
決
定
さ
れ
た
給
付
延
長
期
間
を

満
了
し
て
し
ま
う
と
推
計
さ
れ
て
い
た
。

失
業
保
険
給
付
延
長
の
推
進
派
は
、
最
も

費
用
対
効
果
の
効
率
の
い
い
景
気
刺
激
策
で

あ
る
と
主
張
す
る
。
給
与
所
得
が
な
く
な
っ

て
し
ま
っ
て
選
択
肢
が
ほ
と
ん
ど
な
い
労
働

者
が
給
付
を
得
る
こ
と
に
よ
っ
て
消
費
に
直

接
つ
な
が
る
も
の
で
あ
る
か
ら
だ
と
指
摘
す

る
。
そ
の
一
方
で
、
反
対
す
る
共
和
党
を
中

心
に
、
給
付
延
長
は
職
場
復
帰
の
妨
げ
と
な

る
と
い
う
指
摘
も
あ
る
。

こ
の
他
に
、
金
融
部
門
救
済
を
目
的
と
し

て
金
融
機
関
へ
の
資
金
供
与
す
る
金
融
安
定

化
法
が
一
〇
月
三
日
、
可
決
成
立
し
た
。
最

大
七
〇
〇
〇
億
ド
ル
の
公
的
資
金
で
住
宅

ロ
ー
ン
担
保
証
券
（
Ｍ
Ｂ
Ｓ
）
な
ど
金
融
機

関
の
不
良
資
産
の
買
い
取
り
を
盛
り
込
ん
だ

も
の
で
あ
る
。

一
一
月
二
一
日
に
成
立
し
た
失
業
保
険
給

付
延
長
措
置
と
と
も
に
議
論
さ
れ
て
い
た
の

が
、
ア
メ
リ
カ
自
動
車
メ
ー
カ
ー
救
済
の
た

め
の
二
五
〇
億
ド
ル
融
資
案
で
あ
る
。
エ
ネ

ル
ギ
ー
効
率
の
高
い
自
動
車
の
開
発
費
用
と

し
て
低
利
融
資
枠
と
い
う
か
た
ち
で
の
二
五

〇
億
ド
ル
の
支
援
は
決
定
さ
れ
て
い
る
も
の

の
、
こ
れ
だ
け
で
は
今
後
の
短
期
的
な
資
金

繰
り
の
問
題
は
残
っ
た
ま
ま
で
あ
る
。
一
二

月
二
日
ま
で
に
各
社
か
ら
の
経
営
再
建
策
を

提
示
、
支
援
の
可
否
が
決
定
さ
れ
る
の
は
早

く
と
も
一
二
月
八
日
と
さ
れ
て
い
る
。

（
一
二
月
二
日
に
記
事
作
成
）

【
参
考
資
料
】

"D
aily L

abor R
eport", B

N
A
, Jun. 20, N

ov. 10, 20, 

21, 24, 2008

B
ureau of L

abor S
tatistics

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、

"A
rchived N

ew
s R

eleases for E
m
ploym

ent 

S
ituation"

（http://stats.bls.gov/schedule/archives/

em
psit_nr.htm

#2008

）

表１：最近の主な解雇、レイオフ事例
＜自動車＞
企業名 人数 備考 公表日

GM

約1200人 対象：時間給労働者
オハイオ州モレーン 10月3日

1260人 ウィスコンシン州ジェーンズビル（時間給労働者：1200人、
給与労働者：60人） 10月14日

1520人 ミシガン州グランドラピッズ、自動車部品のプレス工場（時
間給労働者：1340人、給与労働者：180人） 10月14日

1500人 対象：時間給労働者
ミシガン州とデラウェア州の一部工場 10月16日

クライスラー
1825人 対象：時間給労働者 10月23日

5000人（目標） 対象：給与労働者、契約労働者 10月24日
フォード ミネソタ州セントポール工場の12月の稼働を休止 10月16日

ダイムラー社
1200人 対象：給与労働者 10月14日

3500人 対象：生産労働者
米国・カナダで合計 10月14日

＜その他＞
企業名 人数 事業概要 備考 公表日

GMACファイナンシャ
ル・サービス 5000人 金融 200の支店を閉鎖 9月3日
フェデラル・モーグル
社 4000人 自動車部品 9月17日

シェリング・プラウ社 1000人 医薬品製造販
売 薬販売を中心に 9月29日

イーベイ社 1000人以
上 ネット販売 10月6日

マイクロンテクノロジ
ー社 約3000人 半導体製造 10月10日

ペプシ社 3300人 飲料製造 6工場の閉鎖 10月14日

ヤフー社 1500人 ネットサービ
ス 対象：フルタイム従業員数（総員約15000人） 10月21日

ナショナル・シティ・
バンク 4000人 金融 10月21日

メルク社 2900人 医薬品製造 全世界で7200人を削減＝総従業員の12％ 10月22日
ゼロックス社 3000人 事務機器等 総従業員の5％ 10月23日
ワールプール社 1300人 家電製造 全世界で5000人を削減 10月28日
アメリカン・エキスプ
レス 7000人 クレジットカ

ード会社 全世界での実施予定規模 10月31日

フィデリティ投資社 1290人 投資信託運用 全世界で44400人をのうち2.9％あるいは1290人を削
減予定 11月6日

DHL 9500人 国際クーリエ
サービス 11月10日

サンマイクロシステ
ムズ 6000人

オペレーティ
ングシステム
等提供

米国内従業員数33400人のうち15％から18％削減予定 11月14日

シティグループ 52000人 金融 全世界での実施予定規模 11月17日
ニューヨークメロン
銀行 1800人 金融 従業員43000人の4％に相当（32000人がアメリカ国

内の従業員） 11月20日
ワシントンミューチ
ュアル 1600人 金融 サンフランシスコ地域にて 11月26日

資料出所： Daily Labor Report, BNA, Sep. 10, 22, 29, Oct. 7, 14, 15, 21, 22, 23, 24, 27, 29, 31, Nov. 10, 12, 17, 18, 
26, 28 2008, Wall Street Journal, Oct. 14, 22, 24, New York Times, Oct. 15, 22, 23, 時事通信社 JIJI-
WEB, 10月17日より作成
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金
融
危
機
の
影
響
で
、
イ
ギ
リ
ス
経
済
は

景
気
後
退
と
雇
用
状
況
の
急
速
な
悪
化
に
見

舞
わ
れ
て
い
る
。
消
費
の
落
ち
込
み
に
直
面

し
、
製
造
業
や
小
売
業
、
建
設
業
な
ど
で
人

員
削
減
策
が
相
次
い
で
い
る
。
政
府
は
一
一

月
下
旬
に
、
二
〇
〇
億
ポ
ン
ド
の
景
気
対
策

を
発
表
し
た
。
今
年
一
二
月
か
ら
来
年
末
ま

で
、
付
加
価
値
税
を
現
行
の
一
七
・
五
％
か

ら
一
五
％
へ
引
き
下
げ
る
減
税
策
が
柱
。
雇

用
対
策
に
は
、
景
気
後
退
の
著
し
い
影
響
を

受
け
失
業
危
機
に
遭
遇
す
る
人
々
へ
の
重
点

的
な
再
訓
練
な
ど
に
一
三
億
ポ
ン
ド
を
投
じ

る
方
針
だ
。

一
六
年
ぶ
り
の
マ
イ
ナ
ス
成
長
で

雇
用
が
急
速
に
悪
化

長
期
に
わ
た
り
好
景
気
が
続
い
た
イ
ギ
リ

ス
経
済
に
も
、
昨
年
末
か
ら
今
年
前
半
に
か

け
て
経
済
成
長
の
鈍
化
や
雇
用
の
伸
び
悩
み

な
ど
が
見
え
始
め
、
つ
い
に
こ
の
一
〇
月
、

政
府
は
イ
ギ
リ
ス
経
済
が
景
気
後
退
期
に

入
っ
た
こ
と
を
認
め
た
。
一
〇
月
末
に
発
表

さ
れ
た
七
〜
九
月
期
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
の
速

報
値
は
、
対
前
期
比
で
〇
・
五
ポ
イ
ン
ト
減

と
一
六
年
ぶ
り
の
マ
イ
ナ
ス
に
転
じ
、
ま
た

こ
れ
ま
で
比
較
的
好
調
が
続
い
て
い
た
雇
用

状
況
も
急
速
に
悪
化
し
始
め
て
い
る
。

統
計
局
が
一
一
月
に
公
表
し
た
七
〜
九
月

期
の
雇
用
関
連
統
計
は
、前
月
の
発
表
分（
本

誌
一
二
月
号
の
記
事
参
照
）
に
次
ぐ
全
般
的

な
悪
化
を
示
し
て
い
る
。失
業
率
は
五
・
八
％

で
前
期
（
四
〜
六
月
）
か
ら
〇
・
四
ポ
イ
ン

ト
上
昇
、
失
業
者
数
は
前
期
か
ら
一
四
万
人

増
の
一
八
二
万
人
と
一
一
年
ぶ
り
の
高
い
水

準
に
達
し
た
。
解
雇
者
数
も
、
前
期
比
二
万

九
〇
〇
〇
件
増
の
一
五
万
六
〇
〇
〇
件
と
増

加
が
続
い
て
い
る
。
直
近
の
一
〇
月
の
求
職

者
給
付
受
給
者
数
は
、
前
月
か
ら
三
万
六
五

〇
〇
人
増
の
九
八
万
九
〇
〇
人
と
な
っ
た

（
注
）。地

域
別
の
失
業
率
は
、ウ
ェ
ー
ル
ズ
の
六
・

七
％
や
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
の
六
・
〇
％
に
対
し

て
、
雇
用
状
況
が
未
だ
好
調
な
ス
コ
ッ
ト
ラ

ン
ド
や
北
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
で
は
四
％
台
と
相

対
的
に
低
く
、
景
気
後
退
の
影
響
は
地
域
ご

と
に
も
異
な
る
状
況
が
う
か
が
え
る
。
と
り

わ
け
、
失
業
率
が
急
速
に
上
昇
し
て
い
る

ウ
ェ
ー
ル
ズ
や
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
北
部
で
は
、

建
設
業
や
製
造
業
の
不
振
が
大
き
く
影
響
し

て
い
る
と
み
ら
れ
る
。

製
造
業
、
小
売
業
、
建
設
業
な
ど

で
人
員
削
減
策

昨
年
の
金
融
危
機
の
影
響
を
直
接
的
に

被
っ
た
金
融
部
門
で
は
、
一
〇
月
ま
で
の
過

去
一
八
カ
月
で
す
で
に
約
八
万
人
が
解
雇
さ

れ
た
と
み
ら
れ
、
経
営
者
団
体
の
Ｃ
Ｂ
Ｉ
は
、

年
末
ま
で
に
さ
ら
に
一
万
二
〇
〇
〇
人
が
解

雇
さ
れ
る
と
予
測
し
て
い
る
。
ま
た
、
消
費

需
要
の
落
ち
込
み
な
ど
の
影
響
か
ら
、
製
造

業
や
小
売
業
、
建
設
業
な
ど
広
範
な
業
種
で
、

数
千
人
規
模
の
人
員
整
理
や
生
産
調
整
な
ど

が
相
次
い
で
発
表
さ
れ
て
い
る
。
現
地
メ

デ
ィ
ア
が
一
〇
〜
一
一
月
に
報
じ
た
大
規
模

な
人
員
整
理
の
事
例
と
し
て
は
、
ヒ
ュ
ー

レ
ッ
ト
・
パ
ッ
カ
ー
ド
の
子
会
社
の
Ｅ
Ｄ
Ｓ

（
公
共
部
門
へ
の
Ｉ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
）

社
の
三
三
〇
〇
人
、
家
具
等
小
売
大
手
ロ
ー

ズ
ビ
ー
ズ
社
の
一
二
〇
〇
人
、
住
宅
建
設
会

社
テ
イ
ラ
ー
・
ウ
ィ
ン
ピ
ー
社
の
一
九
〇
〇

人
（
う
ち
九
〇
〇
人
分
は
上
半
期
に
実
施
済

み
）、
ヴ
ァ
ー
ジ
ン
・
メ
デ
ィ
ア
の
二
二
〇

〇
人
、
建
築
資
材
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
大
手
の

ウ
ー
ズ
レ
ー
社
の
二
三
〇
〇
人
な
ど
。
ま
た

ブ
リ
テ
ィ
ッ
シ
ュ
・
テ
レ
コ
ム
で
も
、
コ
ス

ト
削
減
策
と
し
て
、
契
約
労
働
者
な
ど
を
中

心
に
一
万
人
の
削
減
を
来
年
三
月
ま
で
に
実

施
す
る
と
発
表
し
て
い
る
。

一
方
、
世
界
的
な
業
況
の
悪
化
に
直
面
し

て
い
る
自
動
車
産
業
で
は
、
一
時
的
な
操
業

停
止
や
操
業
時
間
の
短
縮
、
生
産
量
の
圧
縮

な
ど
に
よ
り
人
員
削
減
の
回
避
を
は
か
る
計

画
が
、
Ｕ
Ｋ
フ
ォ
ー
ド
や
Ｇ
Ｍ
、
ホ
ン
ダ
、

日
産
な
ど
か
ら
発
表
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し

下
流
に
相
当
す
る
自
動
車
部
品
の
製
造
企
業

で
は
、
す
で
に
工
場
閉
鎖
や
事
業
売
却
な
ど

で
数
百
人
規
模
の
解
雇
の
発
表
が
相
次
い
で

お
り
、
自
動
車
業
界
は
、
企
業
の
資
金
繰
り

支
援
と
需
要
回
復
に
向
け
た
方
策
の
早
期
実

施
を
政
府
に
求
め
て
い
る
。

ま
た
建
設
機
械
製
造
大
手
の
Ｊ
Ｃ
Ｂ
で
は

一
〇
月
、
三
五
〇
人
の
解
雇
を
回
避
す
る
た

め
、
イ
ギ
リ
ス
国
内
七
工
場
の
二
五
〇
〇
人

の
組
合
員
が
一
三
週
間
に
わ
た
り
週
四
日
勤

務
と
す
る
こ
と
で
労
使
が
合
意
し
て
い
た
。

し
か
し
一
一
月
に
入
っ
て
、
改
め
て
四
〇
〇

人
の
解
雇
が
経
営
側
か
ら
発
表
さ
れ
て
お
り
、

業
況
の
見
通
し
が
立
た
な
い
た
め
、
事
業
・

人
員
調
整
の
見
極
め
が
難
し
い
状
況
が
う
か

が
え
る
。

Ｃ
Ｂ
Ｉ
は
、
製
造
業
企
業
五
〇
〇
社
を
対

象
と
し
た
調
査
の
結
果
、
年
度
末
ま
で
の
六

カ
月
に
六
万
五
〇
〇
〇
人
の
人
員
削
減
が
予

想
さ
れ
る
と
し
て
い
る
。た
だ
し
、こ
う
い
っ

た
解
雇
事
例
の
全
て
が
金
融
危
機
の
直
接
の

影
響
に
よ
る
も
の
で
は
な
い
と
の
見
方
も
あ

る
。
大
手
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
会
社
の
Ｋ
Ｐ

Ｍ
Ｇ
が
七
月
、
民
間
企
業
や
公
共
機
関
を
対

付
加
価
値
税
の
引
き
下
げ
を

軸
に
総
額
二
〇
〇
億
ポ
ン
ド

―

政
府
の
景
気
刺
激
策

イギリス
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象
に
実
施
し
た
調
査
に
よ
れ
ば
、
約
半
数
の

五
三
％
の
組
織
が
人
員
整
理
を
考
え
て
い
る

と
回
答
し
て
い
る
が
、
調
査
対
象
と
な
っ
た

約
五
〇
〇
組
織
の
八
割
は
、
金
融
危
機
に
よ

る
資
金
調
達
難
な
ど
に
は
直
面
し
て
い
な
い

と
回
答
し
て
い
る
と
い
う
。

政
府
、
低
所
得
者
層
や
年
金
受
給

者
へ
の
支
援
も

景
気
の
低
迷
は
長
期
に
わ
た
る
と
い
う
の

が
大
方
の
見
方
で
、
失
業
者
数
は
今
年
中
に

二
〇
〇
万
人
、
来
年
以
降
の
悪
化
で
三
〇
〇

万
人
に
及
ぶ
と
の
予
測
も
あ
る
。
政
府
は
、

減
税
や
中
小
企
業
支
援
な
ど
を
中
心
と
す
る

景
気
対
策
の
実
施
を
早
く
か
ら
示
唆
し
て
お

り
、
そ
の
規
模
や
内
容
が
注
目
さ
れ
て
い
た
。

財
務
省
が
一
一
月
下
旬
に
発
表
し
た
次
年

度
の
予
算
編
成
方
針
（P

re-B
udget 

R
eport

）
に
は
、
二
〇
〇
億
ポ
ン
ド
規
模
の

景
気
対
策
が
盛
り
込
ま
れ
た
。
中
心
と
な
る

の
は
、
一
二
月
か
ら
〇
九
年
末
ま
で
実
施
す

る
付
加
価
値
税
率
の
引
き
下
げ（
一
七
・
五
％

か
ら
一
五
％
へ
）。
こ
れ
は
年
間
一
二
五
億

ポ
ン
ド
に
相
当
す
る
。
減
税
に
よ
る
消
費
の

活
性
化
が
狙
い
だ
。
併
せ
て
、
低
所
得
者
層

の
税
控
除
額
の
引
き
上
げ
や
児
童
手
当
の
増

額
、
年
金
受
給
者
へ
の
手
当
の
支
給
な
ど
、

景
気
低
迷
が
特
に
影
響
を
及
ぼ
し
や
す
い
層

へ
の
支
援
を
は
か
る
。
ま
た
、
公
共
投
資
三

〇
億
ポ
ン
ド
を
二
〇
一
〇
年
度
分
か
ら
前
倒

し
し
て
住
宅
・
学
校
の
建
設
や
道
路
整
備
な

ど
を
実
施
す
る
ほ
か
、
中
小
企
業
の
資
金
調

達
に
対
す
る
政
府
保
証
や
政
府
調
達
へ
の
参

加
の
促
進
、
法
人
税
率
の
引
き
上
げ
の
延
期

な
ど
で
、
企
業
向
け
の
支
援
策
を
講
じ
る
。

雇
用
面
で
は
、
景
気
後
退
の
影
響
が
著
し

い
産
業
部
門
で
失
業
の
危
機
に
あ
る
人
々
の

再
訓
練
や
、
支
援
の
必
要
な
離
職
者
に
対
し

て
優
先
的
に
職
業
訓
練
を
実
施
す
る
ほ
か
、

職
業
紹
介
や
求
職
者
給
付
な
ど
の
窓
口
業
務

を
行
う
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
・
プ
ラ
ス
に
お
け

る
サ
ー
ビ
ス
の
強
化
、
ま
た
大
企
業
と
の

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
る
雇
用
促
進
な
ど

に
一
三
億
ポ
ン
ド
を
投
じ
る
方
針
を
示
し
た
。

関
連
し
て
、
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
・
プ
ラ
ス
の

人
員
を
六
〇
〇
〇
人
増
員
す
る
計
画
が
、
す

で
に
雇
用
年
金
省
に
よ
り
打
ち
出
さ
れ
て
い

る
。
離
職
者
の
円
滑
な
再
就
職
を
支
援
す
る

こ
と
に
よ
り
、
国
内
で
未
だ
六
〇
万
件
を
超

え
る
求
人
の
充
足
に
結
び
付
け
た
い
考
え
だ
。

政
府
は
、
年
一
五
万
ポ
ン
ド
超
の
高
額
所
得

者
に
対
す
る
所
得
税
率
を
、
現
在
の
四
〇
％

か
ら
二
〇
一
一
年
以
降
に
四
五
％
に
引
き
上

げ
る
こ
と
な
ど
で
赤
字
を
賄
う
と
し
て
い
る
。

し
か
し
、
大
幅
な
減
税
や
公
的
支
出
の
増

額
の
財
源
を
国
債
発
行
で
ま
か
な
う
政
府
案

に
は
、
野
党
な
ど
か
ら
の
批
判
も
強
い
。
ま

た
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
銀
行
を
は
じ
め
専
門
家
の

間
で
は
、
付
加
価
値
税
の
減
税
に
よ
る
消
費

活
性
化
の
効
果
は
限
定
的
と
の
声
も
聞
か
れ

る
。
Ｃ
Ｂ
Ｉ
も
、
企
業
向
け
の
一
連
の
支
援

策
に
は
一
定
の
評
価
を
示
し
つ
つ
、
企
業
の

資
金
調
達
へ
の
よ
り
強
力
な
支
援
策
や
、
従

業
員
の
国
民
保
険
の
負
担
軽
減
な
ど
さ
ら
な

る
施
策
を
政
府
に
求
め
て
い
る
。
一
方
、
労

働
組
合
の
Ｔ
Ｕ
Ｃ
は
、
政
府
の
景
気
対
策
に

支
持
を
表
明
、
低
所
得
層
や
年
金
受
給
者
へ

の
支
援
に
加
え
、
高
額
所
得
者
に
よ
り
多
く

の
負
担
を
課
す
点
を
「
タ
ブ
ー
を
破
っ
た
」

と
し
て
評
価
し
た
。
た
だ
し
、
従
前
か
ら
要

請
し
て
き
た
解
雇
手
当
（redundancy 

pay

）
の
増
額
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
な

い
点
に
つ
い
て
は
、「
残
念
」
と
表
現
し
て
い

る
。

〔
注
〕同

期
の
就
業
者
数
は
二
九
四
一
万
人
、
就
業
率
は
七

四
・
四
％
で
、い
ず
れ
も
前
期
か
ら
減
少
し
て
い
る
（
そ

れ
ぞ
れ
九
万
九
〇
〇
〇
人
、
〇
・
四
ポ
イ
ン
ト
の
減
）。

求
人
数
は
四
〇
〇
〇
件
減
の
五
八
万
九
〇
〇
〇
件
。
な

お
、
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
者
の
減
少
が
前
期
比
で
六
万
六

〇
〇
〇
人
と
著
し
い
が
、
男
性
の
七
万
五
〇
〇
〇
人
減

に
対
し
て
女
性
で
は
九
〇
〇
〇
人
増
加
し
て
い
る
。
逆

に
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用
者
（
三
万
三
〇
〇
〇
人
増
）

は
男
性
で
三
万
六
〇
〇
〇
人
の
増
、
女
性
で
は
四
〇
〇

〇
人
の
減
で
、
男
女
間
の
雇
用
状
況
の
変
化
は
対
照
的

だ
が
、
理
由
は
不
明
だ
。
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ウ
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サ
イ
ト

総
額
五
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
の

大
型
景
気
対
策　
　
　
　
　

―
自
動
車
業
界
の
支
援
策
を
め
ぐ
り
論
議

ドイツド
イ
ツ
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
輸
出
依
存
度

は
日
本
の
二
倍
以
上
の
四
割
に
及
ぶ
。
そ
れ

だ
け
に
、
金
融
危
機
に
よ
る
輸
出
の
落
ち
込

み
は
経
済
の
屋
台
骨
を
直
撃
す
る
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ

の
実
質
成
長
率
は
〇
八
年
七
月
〜
九
月
期
に

前
期
比
〇
・
五
％
減
を
記
録
し
、
二
期
連
続

の
マ
イ
ナ
ス
成
長
と
な
っ
た
。
景
気
は
確
実

に
後
退
局
面
に
突
入
し
た
。
と
く
に
、
自
動

車
産
業
の
失
速
の
影
響
が
大
き
い
。
同
産
業

で
は
、
減
産
と
人
員
削
減
策
の
発
表
が
相
次

い
で
い
る
。
連
邦
政
府
は
一
〇
月
に
金
融
支

援
発
動
の
準
備
を
整
え
た
。
加
え
て
、
一
一

月
に
実
体
経
済
へ
の
対
策
の
た
め
に
、
五
〇

〇
億
ユ
ー
ロ
の
大
型
景
気
対
策
を
閣
議
決
定

し
た
。
減
価
償
却
制
度
の
見
直
し
に
よ
る
企

業
の
設
備
投
資
の
促
進
、
政
府
金
融
機
関
か

ら
の
一
五
〇
億
ユ
ー
ロ
の
信
用
供
与
に
よ
る

中
小
企
業
対
策
、
短
時
間
勤
務
手
当
の
支
給

期
間
を
一
二
カ
月
か
ら
一
八
カ
月
に
拡
大
す

る
雇
用
対
策
な
ど
を
柱
と
し
て
い
る
。
そ
の

直
後
に
、米
国
ゼ
ネ
ラ
ル
・
モ
ー
タ
ー
ズ
（
Ｇ

Ｍ
）
の
子
会
社
オ
ペ
ル
の
深
刻
な
資
金
難
が

判
明
し
、
そ
の
救
済
策
が
国
営
化
論
も
含
め

て
大
き
く
浮
上
し
た
。
Ｅ
Ｕ
も
域
内
の
自
動

車
支
援
策
の
必
要
を
打
ち
出
し
、
各
国
間
の

調
整
の
難
航
も
予
想
さ
れ
て
い
る
。

自
動
車
、
レ
イ
オ
フ
が
加
速
化

ド
イ
ツ
の
全
労
働
者
の
六
人
に
一
人
は
直
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接
的
・
間
接
的
に
自
動
車
産
業
に
雇
用
さ
れ

て
い
る
。
ダ
イ
ム
ラ
ー
本
社
や
ポ
ル
シ
ェ
、

ボ
ッ
シ
ュ
の
工
場
が
集
ま
る
業
界
主
要
地
域

と
し
て
知
ら
れ
る
バ
ー
デ
ン
・
ヴ
ュ
ル
テ
ン

ベ
ル
ク
州
の
シ
ュ
ト
ゥ
ッ
ト
ガ
ル
ト
で
は
、

三
〇
万
人
あ
ま
り
が
自
動
車
産
業
で
生
計
を

立
て
て
お
り
、
地
元
で
は
「
ダ
イ
ム
ラ
ー
が

風
邪
を
ひ
く
と
、
バ
ー
デ
ン
・
ヴ
ュ
ル
テ
ン

ベ
ル
ク
は
肺
炎
に
か
か
る
」
と
言
わ
れ
る
ほ

ど
だ
。
自
動
車
産
業
大
手
各
社
は
相
次
い
で

減
産
し
、
レ
イ
オ
フ
（
一
時
帰
休
）
を
加
速

化
し
て
い
る
。
同
業
界
の
減
速
に
よ
る
社
会

的
・
経
済
的
影
響
は
膨
大
だ
。

真
っ
先
に
悲
鳴
を
上
げ
た
の
は
、
国
内
四

工
場
で
従
業
員
二
万
七
五
〇
〇
人
を
擁
す
る

米
Ｇ
Ｍ
子
会
社
の
オ
ペ
ル
だ
。
販
売
不
振
を

受
け
て
一
〇
月
時
点
で
早
々
に
生
産
調
整
に

踏
み
切
り
、
す
で
に
六
八
〇
〇
人
の
労
働
者

が
レ
イ
オ
フ
の
対
象
と
な
っ
た
。
そ
の
後
、

同
社
の
拠
点
と
し
て
知
ら
れ
る
ノ
ル
ト
ラ
イ

ン
ー
・
ウ
ェ
ス
ト
フ
ァ
ー
レ
ン
州
で
も
、
多

く
の
事
業
所
の
操
業
短
縮
や
一
時
閉
鎖
が
後

を
絶
た
な
い
。
一
〇
月
の
新
車
登
録
台
数
は
、

前
年
同
期
比
で
二
五
％
減
（
欧
州
平
均
で
は

一
四
・
五
％
減
）
と
大
幅
に
落
ち
込
ん
だ
。

続
い
て
、
ダ
イ
ム
ラ
ー
、
フ
ォ
ー
ド
・
モ
ー

タ
ー
な
ど
自
動
車
大
手
各
社
も
減
産
・
レ
イ

オ
フ
を
相
次
い
で
公
表
。
一
〇
月
の
販
売
が

前
年
同
期
比
で
一
八
・
一
％
減
少
し
た
ダ
イ

ム
ラ
ー
は
、
年
末
か
ら
四
週
間
、
国
内
一
四

工
場
の
操
業
を
停
止
し
、
約
一
五
万
人
を
対

象
と
し
た
レ
イ
オ
フ
を
実
施
す
る
方
向
だ
。

フ
ォ
ー
ド
・
モ
ー
タ
ー
は
有
期
・
派
遣
労
働

者
を
大
幅
削
減
し
た
。
さ
ら
に
、
業
界
最
大

手
の
フ
ォ
ル
ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
も
約
二
万
六
〇

〇
〇
人
、
高
級
車
メ
ー
カ
ー
と
し
て
知
ら
れ

る
Ｂ
Ｍ
Ｗ
も
八
〇
〇
〇
人
の
レ
イ
オ
フ
を
表

明
し
て
い
る
。
ド
イ
ツ
で
今
後
大
手
各
社
が
、

さ
ら
に
大
規
模
な
レ
イ
オ
フ
や
人
員
削
減
を

進
め
る
可
能
性
が
高
い
。

こ
れ
に
限
ら
ず
連
日
、
自
動
車
業
界
を
め

ぐ
る
不
安
定
材
料
の
報
道
は
後
を
絶
た
な
い
。

業
績
好
調
の
ポ
ル
シ
ェ
は
大
幅
な
賃
上
げ
を

求
め
て
労
働
組
合
が
ス
ト
を
展
開
し
た
。
ま

た
、
フ
ォ
ル
ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
の
株
価
は
親
会

社
ポ
ル
シ
ェ
が
ら
み
の
権
力
闘
争
を
引
き
金

に
異
常
変
動
し
て
い
る
。
加
え
て
、
自
動
車

大
手
各
社
は
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
基
準
と
し

た
自
動
車
税
制
度
へ
の
転
換
準
備
の
最
中
で

あ
り
、
Ｅ
Ｕ
の
自
動
車
向
け
環
境
基
準
指
令

（
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
規
制
）
に
準
じ
て
、
技
術

開
発
投
資
を
急
が
ざ
る
を
得
な
い
厳
し
い
状

況
を
強
い
ら
れ
て
い
る
。

部
品
メ
ー
カ
ー
、
他
業
種
に
波
及

こ
う
し
た
な
か
、
生
き
残
り
そ
の
も
の
が

危
ぶ
ま
れ
て
い
る
の
が
自
動
車
メ
ー
カ
ー
に

依
存
す
る
自
動
車
部
品
メ
ー
カ
ー
（
サ
プ
ラ

イ
ヤ
ー
）
だ
。
業
界
大
手
の
ボ
ッ
シ
ュ
は
、

大
幅
な
受
注
減
を
受
け
、
主
要
工
場
の
生
産

調
整
で
四
〇
〇
〇
人
の
労
働
者
を
レ
イ
オ
フ

し
た
。
シ
ュ
ト
ゥ
ッ
ト
ガ
ル
ト
本
社
で
も
、

年
内
操
業
短
縮
し
、
代
替
休
暇
に
よ
る
残
業

分
の
消
化
を
奨
励
す
る
予
定
だ
。
同
様
に
、

コ
ン
テ
ィ
ネ
ン
タ
ル
の
レ
ー
ゲ
ン
ス
ブ
ル
ク

工
場
も
、
一
一
月
か
ら
週
四
日
操
業
の
減
産

に
踏
み
切
り
、
年
末
に
か
け
て
一
週
間
、
操

業
停
止
す
る
。
自
動
車
研
究
セ
ン
タ
ー
（
Ｃ

Ａ
Ｒ
）所
長
の
フ
ェ
ル
デ
ィ
ナ
ン
ト
・
ド
ゥ
ー

デ
ン
ヘ
フ
ァ
ー
氏
は
、「
政
府
が
自
動
車
業
界

の
支
援
を
怠
れ
ば
、
ド
イ
ツ
全
国
で
八
六
〇

社
に
及
ぶ
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の
う
ち
最
大
二
〇

〜
二
五
％
が
今
後
二
年
間
で
共
倒
れ
と
な
り
、

そ
の
結
果
、
労
働
者
約
三
五
万
人
の
う
ち
最

大
五
万
人
が
職
を
失
う
可
能
性
が
あ
る
」
と

の
見
通
し
を
示
し
、
業
界
救
済
に
向
け
た
融

資
の
必
要
性
を
提
言
し
た
。
同
氏
の
予
測
で

は
、
具
体
的
な
措
置
が
講
じ
ら
れ
な
け
れ
ば
、

自
動
車
業
界
全
体
の
〇
九
年
ま
で
の
人
員
削

減
規
模
は
一
〇
万
人
に
及
ぶ
と
い
う
。

機
械
・
化
学
業
界
に
も
自
動
車
産
業
か
ら

の
受
注
減
に
よ
る
不
振
は
波
及
し
て
い
る
。

例
え
ば
、
世
界
大
手
の
総
合
化
学
メ
ー
カ
ー

の
Ｂ
Ａ
Ｓ
Ｆ
は
、
世
界
の
八
〇
工
場
の
一
時

操
業
停
止
、
一
〇
〇
工
場
で
の
生
産
調
整
を

公
表
。
同
社
の
工
場
閉
鎖
は
、
欧
州
、
ア
ジ

ア
、
北
米
で
自
動
車
業
界
の
み
な
ら
ず
、
建

設
や
繊
維
業
界
に
化
学
製
品
を
納
入
す
る
工

場
を
直
撃
す
る
。
ド
イ
ツ
国
内
で
は
、
五
〇

〇
〇
人
の
従
業
員
が
就
労
す
る
ル
ー
ト
ヴ
ィ

ヒ
ス
ハ
ー
フ
ェ
ン
本
社
で
、
フ
レ
ッ
ク
ス
タ

イ
ム
や
休
暇
を
活
用
す
る
労
使
合
意
が
取
り

交
わ
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
人
員
削
減
規
模
は

未
定
だ
が
、
ヘ
ン
ケ
ル
も
西
部
ク
レ
ー
フ
ェ

の
生
産
拠
点
の
工
場
閉
鎖
を
公
表
し
た
。
ケ

ル
ン
経
済
研
究
所
（
Ｉ
Ｗ
）
が
一
一
月
二
四

日
に
公
表
し
た
秋
季
景
況
調
査
で
は
、
〇
九

年
に
全
企
業
の
約
三
分
の
一
が
人
員
を
削
減

す
る
と
予
測
し
て
い
る
。

有
期
・
派
遣
労
働
者
の
雇
用
を
直
撃

こ
う
し
た
レ
イ
オ
フ
や
人
員
削
減
の
痛
手

を
真
正
面
に
受
け
て
い
る
の
が
、
雇
用
調
整

弁
に
な
り
や
す
い
有
期
・
派
遣
労
働
者
だ
。

例
え
ば
、
自
動
車
部
品
メ
ー
カ
ー
の
ヘ
ー
ラ

社
は
、
派
遣
労
働
者
二
〇
〇
人
の
契
約
更
新

を
断
念
し
た
。
競
合
他
社
の
ホ
ン
セ
ル
社
も
、

派
遣
労
働
者
一
〇
〇
人
の
雇
い
止
め
に
踏
み

切
っ
た
。
フ
ォ
ル
ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
で
も
数
千

人
に
及
ぶ
派
遣
・
有
期
雇
用
の
削
減
を
検
討

し
て
い
る
。

こ
こ
数
年
金
属
産
業
は
業
績
好
調
が
続
い

て
い
た
が
、
経
営
側
は
、
正
規
雇
用
は
増
や

さ
ず
、
柔
軟
な
雇
用
調
整
が
可
能
な
派
遣
労

働
者
を
活
用
す
る
こ
と
で
雇
用
を
拡
大
し
て

き
た
。
派
遣
労
働
者
は
、
社
会
民
主
党
と
緑

の
党
が
率
い
る
前
連
立
政
権
が
、
ア
ジ
ェ
ン

ダ
二
〇
一
〇
の
社
会
改
革
の
一
環
と
し
て
、

一
年
を
上
回
る
派
遣
契
約
を
認
め
て
以
降
増

加
の
一
途
を
辿
っ
た
。
政
府
の
狙
い
は
、
派

遣
形
態
を
通
じ
て
就
労
機
会
を
広
げ
、
最
終

的
に
は
正
規
雇
用
を
拡
大
す
る
と
い
う
も
の

だ
っ
た
。
だ
が
、
現
実
に
は
全
雇
用
労
働
者

に
占
め
る
正
規
雇
用
労
働
者
の
構
成
比
は
減

少
を
続
け
て
い
る
。
連
邦
統
計
局
が
九
月
に

発
表
し
た
調
査（
１
）
に
よ
れ
ば
、
〇
三
年
か

ら
〇
七
年
の
間
に
派
遣
労
働
者
数
は
二
倍
に

跳
ね
上
が
り
、
六
一
万
人
に
達
し
た
。
失
業

率
が
低
下
を
続
け
る
一
方
で
、
全
雇
用
労
働

者
に
占
め
る
非
正
規
雇
用
の
構
成
比
は
大
幅
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に
上
昇
し
た
。

ハ
ン
ス
・
ベ
ッ
ク
ラ
ー
財
団
（
Ｗ
Ｓ
Ｉ
）

経
済
社
会
研
究
所
長
の
ハ
ル
ト
ム
ー
ト
・
ザ

イ
フ
ェ
ル
ト
博
士
は
、「
全
雇
用
労
働
者
に
占

め
る
派
遣
労
働
者
の
割
合
は
依
然
と
し
て

二
％
程
度
に
過
ぎ
な
い
が
、
従
業
員
に
占
め

る
派
遣
労
働
者
の
割
合
が
二
割
超
の
事
業
所

も
あ
る
」
と
分
析
。
そ
の
う
え
で
、「
こ
こ
数

年
、
派
遣
業
界
は
拡
大
の
一
途
を
辿
っ
た
が
、

こ
う
い
う
時
代
は
長
く
は
続
か
な
い
。
派
遣

労
働
者
の
う
ち
三
分
の
一
は
今
後
数
カ
月
の

う
ち
に
失
業
す
る
可
能
性
が
あ
る
」
と
悲
観

的
な
見
通
し
を
示
し
た
。
自
動
車
メ
ー
カ
ー

の
雇
用
調
整
は
段
階
的
に
実
施
さ
れ
る
。
ま

ず
有
期
・
派
遣
契
約
更
新
を
止
め
る
。
次
に
、

残
業
時
間
抑
制
に
よ
る
労
働
時
間
の
短
縮
、

労
働
時
間
口
座
の
時
間
貯
蓄
の
削
減
を
図
る
。

さ
ら
に
、
正
規
労
働
者
の
週
労
働
時
間
を
短

縮
（
た
と
え
ば
三
五
時
間
か
ら
三
〇
時
間
へ

の
短
縮
）
あ
る
い
は
短
時
間
勤
務
手
当
の
導

入
を
講
じ
る
。
こ
う
し
た
段
階
的
措
置
は
す

べ
て
、
中
核
的
な
正
規
労
働
力
を
保
護
す
る

措
置
と
し
て
機
能
す
る
。

有
期
・
派
遣
労
働
者
の
苦
難
は
自
動
車
産

業
に
限
ら
な
い
。
機
械
、
化
学
産
業
な
ど
他

の
輸
出
産
業
で
働
く
多
く
の
派
遣
労
働
者
も

同
様
だ
。
ザ
イ
フ
ェ
ル
ト
氏
は
「
派
遣
労
働

者
は
レ
イ
オ
フ
さ
れ
る
リ
ス
ク
が
高
い
こ
と

に
加
え
、
正
規
労
働
者
よ
り
賃
金
水
準
も
低

い
。
職
業
訓
練
機
会
も
少
な
い
た
め
、
次
の

職
を
み
つ
け
る
チ
ャ
ン
ス
も
少
な
い
。
だ
か

ら
こ
そ
、
賃
金
水
準
を
上
げ
、
リ
ス
ク
プ
レ

ミ
ア
ム
を
付
与
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
主
張

す
る
。

こ
う
し
た
な
か
金
属
産
業
労
組
（
Ｉ
Ｇ
メ

タ
ル
）
は
、
雇
い
止
め
と
な
っ
た
派
遣
労
働

者
と
の
意
見
交
流
を
目
的
と
し
た
イ
ベ
ン
ト

を
各
地
で
開
く
と
と
も
に
、
派
遣
労
働
者
の

待
遇
改
善
を
目
指
し
、
同
一
労
働
同
一
賃
金

を
要
求
す
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
展
開
し
て
い

る
。
だ
が
、
そ
の
効
果
は
極
め
て
限
定
的
だ
。

Ｅ
Ｕ
の
派
遣
労
働
者
に
関
す
る
新
た
な
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
で
も
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
を
要

求
し
て
い
る
。
だ
が
、
そ
れ
以
前
に
、
今
は

彼
ら
の
雇
用
危
機
が
進
行
し
て
い
る
。

労
働
側
、
賃
金
交
渉
で
妥
協
も

金
融
危
機
の
影
響
は
今
秋
の
金
属
産
業
の

賃
上
げ
交
渉
に
も
及
ん
だ
。
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
は
、

組
合
員
三
六
〇
万
人
を
対
象
に
過
去
一
六
年

間
で
最
高
と
な
る
八
％
の
賃
上
げ
要
求
を
掲

げ
て
交
渉
に
臨
ん
だ
が
、
最
終
的
に
は
そ
れ

を
大
幅
に
下
回
る
四
・
二
％
で
収
束
し
た

（
２
）。
金
属
産
業
で
は
、
〇
四
年
か
ら
二
〇

〇
七
年
に
企
業
収
益
が
二
二
〇
パ
ー
セ
ン
ト

上
昇
し
た
が
、
労
働
者
の
実
質
賃
金
の
伸
び

は
二
％
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。
他
方
、
原
油
、

食
糧
費
、
住
宅
価
格
は
高
騰
を
続
け
た
。
今

回
の
要
求
は
、
こ
れ
ま
で
の
景
気
拡
大
に
よ

る
利
潤
の
公
正
な
分
配
を
目
指
す
と
と
も
に
、

こ
れ
ま
で
賃
金
抑
制
に
耐
え
て
き
た
労
働
者

の
期
待
に
応
じ
た
も
の
だ
っ
た
。

こ
れ
に
対
し
経
営
側
の
ゲ
ザ
ム
ト
メ
タ
ル

の
提
案
は
、
〇
九
年
一
月
に
二
・
一
％
の
賃

上
げ
、
こ
れ
に
加
え
て
〇
八
年
末
に
年
収
の

〇
・
八
％
に
相
当
す
る
一
時
金
を
支
給
す
る

と
い
う
も
の
だ
っ
た
。
そ
の
後
の
交
渉
ラ
ウ

ン
ド
で
経
営
側
は
提
示
水
準
を
二
・
九
％
に

引
き
上
げ
た
も
の
の
、「
高
止
ま
り
し
て
い
る

イ
ン
フ
レ
率
を
勘
案
す
る
と
実
質
賃
金
の
マ

イ
ナ
ス
だ
」
と
し
て
労
働
側
の
不
安
が
噴
き

出
し
た
。
金
融
危
機
に
よ
る
自
動
車
産
業
へ

の
打
撃
が
大
き
い
だ
け
に
八
％
の
要
求
は
非

現
的
な
も
の
と
の
報
道
も
目
立
つ
よ
う
に

な
っ
た
が
、
労
働
側
は
ぎ
り
ぎ
り
ま
で
要
求

水
準
を
堅
持
し
、
各
地
で
時
限
ス
ト
を
展
開

す
る
と
と
も
に
、
交
渉
決
裂
の
場
合
に
は
全

面
ス
ト
を
辞
さ
な
い
構
え
を
示
し
て
い
た
。

だ
が
、
同
産
業
主
要
地
域
と
し
て
注
目
を

集
め
た
バ
ー
デ
ン
・
ヴ
ュ
ル
テ
ン
ベ
ル
ク
州

の
交
渉
第
四
ラ
ウ
ン
ド
で
、
二
三
時
間
近
く

に
わ
た
る
協
議
の
末
、
労
働
側
が
初
め
て
歩

み
寄
り
を
み
せ
、
四
・
二
％
の
賃
上
げ
合
意

に
至
っ
た
。
新
協
約
は
、
二
〇
一
〇
年
四
月

ま
で
有
効
だ
。
業
界
全
体
の
先
行
き
が
不
透

明
な
う
え
に
、
す
で
に
雇
用
不
安
が
広
が
り

つ
つ
あ
る
な
か
、
ド
イ
ツ
最
強
の
労
組
も
妥

協
せ
ざ
る
を
得
な
い
結
果
と
な
っ
た
。

約
三
〇
年
ぶ
り
の
本
格
的
な
財
政

出
動こ

う
し
て
実
体
経
済
へ
の
影
響
が
多
方
面

に
及
ぶ
な
か
、
政
府
も
対
応
に
追
わ
れ
て
い

る
。
ま
ず
連
邦
政
府
は
一
〇
月
半
ば
、
最
大

五
〇
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
の
金
融
支
援
策
を
打
ち

出
し
、
金
融
機
関
に
対
す
る
公
的
資
金
の
注

入
と
資
金
繰
り
支
援
の
発
動
準
備
を
異
例
の

ス
ピ
ー
ド
で
整
え
た
。
そ
の
後
、
グ
ロ
ー
ス

経
済
相
は
、
〇
九
年
の
実
質
成
長
率
の
見
通

し
を
一
・
二
％
か
ら
〇
・
二
％
に
下
方
修
正

す
る
と
発
表
し
た
。
景
気
の
先
行
き
懸
念
か

ら
個
人
消
費
が
冷
え
込
み
、
企
業
の
投
資
意

欲
も
停
滞
し
て
い
る
。
〇
八
年
第
３
四
半
期

（
七
月
〜
九
月
）
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は

前
期
比
マ
イ
ナ
ス
〇
・
五
％
と
二
期
連
続
で

マ
イ
ナ
ス
成
長
を
記
録
し
、
欧
州
最
大
の
経

済
力
を
持
つ
ド
イ
ツ
の
成
長
率
鈍
化
が
鮮
明

と
な
っ
た
。

政
府
は
一
一
月
五
日
、
総
額
五
〇
〇
億

ユ
ー
ロ
の
景
気
対
策
を
閣
議
決
定
し
た
。
柱

は
、
企
業
投
資
や
個
人
消
費
を
刺
激
す
る
税

制
改
革
と
雇
用
維
持
へ
の
助
成
な
ど
で
、
〇

九
年
か
ら
実
施
す
る
。
一
九
七
〇
年
代
半
ば

の
石
油
危
機
以
来
、
ほ
ぼ
三
〇
年
ぶ
り
の
本

格
的
な
財
政
出
動
と
な
る
。
同
日
記
者
会
見

に
臨
ん
だ
シ
ュ
タ
イ
ン
ブ
リ
ュ
ッ
ク
財
務
相

は
「
雇
用
維
持
を
図
る
」
と
コ
メ
ン
ト
。
政

府
は
当
初
、
特
定
産
業
に
絞
っ
た
救
済
措
置

を
視
野
に
、
大
規
模
な
景
気
対
策
の
出
動
に

は
慎
重
な
姿
勢
だ
っ
た
。
だ
が
、
フ
ラ
ン
ス

を
は
じ
め
周
辺
諸
国
が
相
次
い
で
財
政
出
動

を
決
定
し
た
の
に
加
え
、
Ｅ
Ｕ
も
ド
イ
ツ
に

足
並
み
を
揃
え
る
よ
う
促
し
、
方
向
転
換
に

踏
み
切
っ
た
。

景
気
対
策
の
具
体
的
な
中
身
は
、
以
下
の

七
項
目
を
主
な
柱
と
し
て
い
る
。
一
つ
は
、

減
価
償
却
制
度
の
見
直
し
だ
。
機
械
、
自
動

車
な
ど
の
投
資
財
に
つ
い
て
、
二
年
間
の
時

限
措
置
で
最
高
二
五
％
の
減
価
償
却
を
認
め

る
措
置
を
講
じ
る
。
二
つ
は
住
宅
改
築
の
促

進
で
、暖
房
効
率
向
上
を
目
的
と
し
た
改
築
・

改
修
に
三
〇
億
ユ
ー
ロ
の
追
加
支
出
を
行
う
。

三
つ
目
は
イ
ン
フ
ラ
投
資
で
、
時
限
措
置
で

騒
音
防
止
や
交
通
イ
ン
フ
ラ
計
画
に
二
〇
億

ユ
ー
ロ
追
加
支
出
す
る
。
四
つ
は
、
新
車
自

動
車
税
課
税
の
見
送
り
と
免
除
を
時
限
措
置

で
実
施
す
る
。
そ
の
後
は
温
暖
化
ガ
ス
排
出

量
に
基
づ
き
税
額
決
定
す
る
。
五
つ
目
は
、

中
小
企
業
の
資
金
繰
り
支
援
で
、
政
府
系
金

融
機
関
か
ら
一
五
〇
億
ユ
ー
ロ
の
信
用
供
与

を
行
う
。
六
つ
目
は
、
個
人
家
屋
の
維
持
・

改
修
補
助
の
拡
大
で
、
一
二
〇
〇
ユ
ー
ロ
の

税
控
除
を
認
め
る
。

最
後
に
、
雇
用
維
持
へ
の
助
成
拡
大
だ
。

人
員
削
減
や
勤
務
時
間
短
縮
な
ど
が
広
が
る

可
能
性
を
視
野
に
、
一
年
間
の
時
限
措
置
で

短
時
間
勤
務
手
当
の
支
給
期
間
を
一
二
カ
月

か
ら
一
八
カ
月
に
拡
大
す
る
。
手
当
を
活
用

し
て
再
訓
練
機
会
を
与
え
る
。
こ
れ
に
加
え
、

高
齢
労
働
者
や
低
技
能
労
働
者
を
対
象
と
す
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る
再
訓
練
助
成
も
行
う
。
こ
れ
に
対
応
し
、

雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
は
、
契
約
打
ち
切
り

に
よ
り
失
業
し
た
労
働
者
な
ど
の
転
職
支
援

を
拡
充
す
る
目
的
で
、
一
〇
〇
〇
人
の
就
職

支
援
オ
フ
ィ
サ
ー
を
増
員
す
る
。

政
府
は
ま
た
、
今
回
の
景
気
対
策
パ
ッ

ケ
ー
ジ
に
先
立
っ
て
失
業
保
険
料
率
の
引
き

下
げ
も
閣
議
決
定
し
て
お
り
、
こ
れ
に
よ
り

労
働
者
の
負
担
が
三
〇
〇
ユ
ー
ロ
軽
減
さ
れ

る
と
試
算
し
て
い
る
。
〇
九
年
か
ら
実
施
す

る
児
童
手
当
引
き
上
げ
も
労
働
者
負
担
の
軽

減
に
資
す
る
と
解
説
し
て
い
る
。

今
回
の
景
気
対
策
に
つ
い
て
、
規
模
が
不

十
分
と
の
声
も
上
が
っ
て
い
る
。
〇
九
年
の

実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
に
つ
い
て
、
連
邦
政
府

の
経
済
諮
問
会
議
は
ゼ
ロ
と
予
測
し（
３
）、

ま
た
主
要
経
済
研
究
所
が
示
し
た
「
リ
ス
ク

シ
ナ
リ
オ
」
は
マ
イ
ナ
ス
〇
・
八
％
と
試
算

し
て
い
る
。
い
ず
れ
も
、
下
方
修
正
し
た
と

は
い
え
プ
ラ
ス
成
長
の
数
値
を
示
し
た
グ

ロ
ー
ス
経
済
相
の
見
方
を
下
回
っ
て
い
る
。

失
業
率
に
つ
い
て
も
、一
〇
月
時
点
で
は
七
・

二
％
と
一
六
年
ぶ
り
の
低
水
準
を
記
録
し
た

が
、
経
済
諮
問
会
議
の
予
測
に
よ
れ
ば
〇
九

年
に
は
七
・
九
％
に
、
主
要
経
済
研
究
所
の

「
リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ
」（
４
）
が
示
し
た
予
測

値
で
は
八
・
三
％
へ
と
上
昇
す
る
。
経
済
協

力
開
発
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
が
一
一
月
二
五

日
に
公
表
し
た
経
済
ア
ウ
ト
ル
ッ
ク（
５
）
で

も
、
〇
九
年
の
ド
イ
ツ
の
失
業
者
は
七
〇
万

人
増
加
し
、
失
業
率
が
八
％
を
超
え
る
と
予

測
し
て
い
る
。
ア
ウ
ト
ル
ッ
ク
の
公
表
に
あ

た
っ
て
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
主
席
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
は
、

ド
イ
ツ
の
景
気
対
策
を
批
判
こ
そ
し
な
か
っ

た
が
、「
景
気
対
策
を
歓
迎
は
す
る
が
、
も
う

少
し
大
規
模
に
す
る
こ
と
も
可
能
だ
っ
た
」

と
コ
メ
ン
ト
し
て
い
る
。

オ
ペ
ル
救
済
を
め
ぐ
り
議
論
沸
騰

連
日
の
目
ま
ぐ
る
し
い
報
道
が
、
ド
イ
ツ

自
動
車
業
界
の
混
迷
ぶ
り
を
象
徴
し
て
い
る
。

政
府
が
景
気
対
策
を
発
動
し
た
矢
先
、
米
Ｇ

Ｍ
子
会
社
で
あ
る
オ
ペ
ル
の
資
金
繰
り
難
が

報
じ
ら
れ
、
新
た
な
難
題
が
浮
上
し
た
。
オ

ペ
ル
は
一
一
月
一
四
日
、
連
邦
政
府
や
生
産

拠
点
の
あ
る
ヘ
ッ
セ
ン
州
な
ど
四
州
政
府
に

対
し
約
一
〇
億
ユ
ー
ロ
規
模
の
信
用
保
証
を

要
請
し
た
。
同
社
の
約
三
万
人
に
及
ぶ
労
働

者
が
固
唾
を
の
ん
で
状
況
を
見
守
っ
て
い
る
。

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
で
働
く
労
働
者
た
ち
も
同
様

だ
。
報
道
に
よ
れ
ば
、
オ
ペ
ル
本
拠
地
の

リ
ュ
ッ
セ
ル
ス
ハ
イ
ム
で
は
、
一
万
八
三
〇

〇
人
が
働
く
工
場
の
従
業
員
が
「
こ
の
都
市

や
周
辺
地
域
は
み
ん
な
オ
ペ
ル
に
依
存
し
て

い
る
。
Ｇ
Ｍ
が
破
綻
す
れ
ば
、
我
々
の
人
生

も
お
し
ま
い
だ
」
と
不
安
を
募
ら
せ
て
い
る
。

労
働
者
の
な
か
に
は
外
国
人
も
多
い
。
一
時

操
業
停
止
と
な
っ
た
一
九
〇
〇
人
が
働
く
東

部
ド
イ
ツ
の
ア
イ
ゼ
ナ
ハ
工
場
で
も
、
操
業

開
始
か
ら
一
八
年
間
同
じ
工
場
で
勤
務
し
て

き
た
労
使
協
議
会
委
員
を
務
め
る
労
働
者
が
、

「
Ｇ
Ｍ
で
、
我
々
は
ど
ん
底
に
追
い
や
ら
れ

る
か
も
し
れ
な
い
」
な
ど
と
先
行
き
を
案
じ

て
い
る
と
報
じ
ら
れ
た
。

オ
ペ
ル
救
済
に
つ
い
て
政
府
は
一
一
月
一

七
日
、
支
援
策
を
前
向
き
に
検
討
す
る
姿
勢

を
表
明
し
た
う
え
で
、
オ
ペ
ル
経
営
陣
と
の

協
議
を
尽
く
し
、
一
二
月
末
ま
で
に
具
体
案

を
詰
め
る
考
え
を
示
し
た
。
州
政
府
は
す
で

に
資
金
調
達
を
円
滑
に
す
る
た
め
に
政
府
保

証
を
供
与
す
る
調
整
を
本
格
化
し
て
い
る
。

連
邦
・
州
政
府
と
も
に
、
従
業
員
の
生
活
が

困
窮
す
る
事
態
を
防
ぐ
た
め
に
政
府
支
援
が

不
可
欠
と
の
認
識
で
一
致
し
て
お
り
、
メ
ル

ケ
ル
首
相
は
一
一
月
一
八
日
の
記
者
会
見
で
、

「
資
金
支
援
の
条
件
は
、
関
係
業
者
を
含
め

て
労
働
者
の
雇
用
保
護
が
図
ら
れ
る
こ
と
。

救
済
措
置
が
オ
ペ
ル
で
は
な
く
米
Ｇ
Ｍ
本
体

の
救
済
に
流
れ
な
い
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
」
な
ど
と
コ
メ
ン
ト
し
た
。

政
府
が
一
一
月
五
日
に
公
表
し
た
景
気
対

策
を
め
ぐ
る
検
討
段
階
で
は
、
自
動
車
産
業

や
建
設
業
な
ど
打
撃
が
深
刻
な
特
定
産
業
に

絞
っ
た
支
援
措
置
も
提
案
さ
れ
て
い
た
。
だ

が
、
当
初
こ
れ
を
支
持
し
て
い
た
シ
ュ
タ
イ

ン
ブ
リ
ュ
ッ
ク
財
務
相
も
、「
米
国
の
自
動
車

大
手
三
社
（
ビ
ッ
グ
・
ス
リ
ー
）
の
動
向
が

は
っ
き
り
し
な
け
れ
ば
何
と
も
い
え
な
い
」

と
コ
メ
ン
ト
。
当
初
か
ら
特
定
産
業
へ
の
支

援
策
に
は
異
議
を
唱
え
て
い
た
メ
ル
ケ
ル
首

相
も
、
特
定
産
業
な
ら
ま
だ
し
も
、
個
別
企

業
の
支
援
に
つ
い
て
は
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
間
の
自

由
競
争
原
則
に
反
す
る
と
の
認
識
か
ら
、
慎

重
な
姿
勢
を
示
し
て
い
る
。

オ
ペ
ル
の
救
済
を
め
ぐ
っ
て
は
、
一
時
国

営
化
を
訴
え
る
声
も
あ
る
。
政
府
経
済
諮
問

委
員
会
委
員
の
ペ
ー
タ
ー
・
ボ
ー
フ
ィ
ン

ガ
ー
氏
は
、「
大
半
の
ド
イ
ツ
の
自
動
車
大
手

各
社
や
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
は
国
営
化
に
は
関
心

が
な
い
。
国
営
化
す
れ
ば
他
の
企
業
も
支
援

を
求
め
る
と
い
う
事
態
は
避
け
ら
れ
る
」
と

主
張
。
オ
ッ
ト
ー
・
ケ
ン
ツ
ラ
ー
・
ド
イ
ツ

手
工
業
会
議
所
（
Ｚ
Ｄ
Ｈ
）
会
長
も
、「
国
営

化
す
れ
ば
、
自
動
車
産
業
に
限
ら
ず
、
関
連

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
、
ひ
い
て
は
製
造
業
全
体
の

雇
用
保
護
が
可
能
に
な
る
」
と
し
て
一
時
的

な
国
営
化
を
支
持
す
る
。
ド
イ
ツ
商
工
会
議

所
の
主
席
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
フ
ォ
ル
カ
ー
・
ト

ラ
イ
ヤ
ー
氏
は
、「
あ
く
ま
で
も
最
後
の
砦
と

し
て
、
国
営
化
は
考
え
ら
れ
る
」
と
コ
メ
ン

ト
し
た
。
他
方
、ド
イ
ツ
中
小
企
業
連
盟（
Ｂ

Ｖ
Ｍ
Ｗ
）
の
マ
リ
オ
・
オ
ウ
ヴ
ェ
ン
会
長
は
、

「
国
が
オ
ペ
ル
を
支
援
す
れ
ば
中
小
企
業
が

苦
境
を
強
い
ら
れ
る
。
大
企
業
が
国
か
ら
の

支
援
を
受
け
、
中
小
企
業
が
破
綻
の
危
機
に

直
面
す
る
の
は
容
認
で
き
な
い
。
オ
ペ
ル
の

支
援
を
認
め
れ
ば
、
他
の
企
業
も
同
じ
要
求

を
突
き
つ
け
る
だ
ろ
う
」
と
述
べ
、
個
別
救

済
に
は
否
定
的
だ
。

こ
う
し
た
な
か
シ
ュ
タ
イ
ン
メ
イ
ア
ー
外

務
相
は
一
一
月
一
八
日
、
国
内
措
置
よ
り
も

む
し
ろ
Ｅ
Ｕ
レ
ベ
ル
で
の
共
通
の
自
動
車
産

業
救
済
策
の
検
討
を
要
請
し
た
。
こ
れ
に
対

し
ギ
ュ
ン
タ
ー
・
フ
ェ
ア
ホ
イ
ゲ
ン
Ｅ
Ｕ
産

業
委
員
は
、
自
動
車
業
界
支
援
策
に
つ
い
て

各
国
と
協
議
し
、
大
規
模
な
雇
用
削
減
を
避

け
た
い
意
向
を
明
ら
か
に
し
た
。
た
だ
し
、

加
盟
諸
国
間
の
自
由
競
争
維
持
に
つ
い
て
は

厳
格
な
ル
ー
ル
を
敷
い
て
い
る
こ
と
か
ら
、

オ
ペ
ル
の
個
別
救
済
に
つ
い
て
は
明
言
を
避

け
、「
オ
ペ
ル
は
特
別
な
ケ
ー
ス
だ
。
例
外
的

な
ケ
ー
ス
に
は
特
別
な
措
置
が
必
要
。
だ
が
、

独
政
府
に
よ
る
個
別
支
援
に
つ
い
て
は
明
確

な
結
論
は
出
せ
な
い
」
と
コ
メ
ン
ト
し
た
。

Ｅ
Ｕ
も
自
動
車
救
済
策
打
ち
出
す

こ
う
し
て
ド
イ
ツ
や
他
の
欧
州
諸
国
の
自

動
車
業
界
を
取
り
巻
く
混
乱
を
見
据
え
、
つ

い
に
Ｅ
Ｕ
が
業
界
支
援
を
含
む
景
気
の
テ
コ

入
れ
に
動
き
出
し
た
。
域
内
で
の
同
産
業
の

雇
用
や
景
気
へ
の
影
響
が
膨
大
な
だ
け
に
、

「
米
国
が
支
援
を
検
討
す
る
な
か
欧
州
が
出

遅
れ
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
」
と
の
機
運
が

高
ま
っ
た
た
め
だ
。
欧
州
で
は
ド
イ
ツ
を
筆

頭
に
一
二
〇
〇
万
人
以
上
が
自
動
車
メ
ー

カ
ー
や
部
品
・
タ
イ
ヤ
な
ど
の
関
連
企
業
で

就
労
し
、
製
造
業
の
三
分
の
一
を
占
め
る
。

欧
州
大
陸
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
五
％
を
生
み
出
す

業
界
だ
。
だ
が
、
欧
州
全
体
の
一
〇
月
の
新

車
登
録
台
数
も
前
年
同
期
比
で
一
四
・
五
％



特集―金融危機がもたらす影響と対応

Business Labor Trend 2009.1

52

減
と
大
幅
に
落
ち
込
ん
だ
。
自
動
車
業
界
は
、

ド
イ
ツ
に
限
ら
ず
欧
州
全
体
で
減
速
し
て
い

る
。Ｅ

Ｕ
の
欧
州
委
員
会
は
一
一
月
二
六
日
、

二
〇
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
規
模
の
景
気
対
策
を
加

盟
国
に
提
案
し（
６
）、
こ
の
う
ち
五
〇
億

ユ
ー
ロ
を
自
動
車
支
援
策
に
注
入
す
る
方
針

を
明
ら
か
に
し
た
。
こ
れ
に
加
え
、
欧
州
投

資
銀
行
（
Ｅ
Ｉ
Ｂ
）
を
通
じ
た
低
利
融
資
も

検
討
す
る
。
支
援
は
環
境
関
連
の
技
術
開
発

や
生
産
と
リ
ン
ク
さ
せ
る
方
向
だ
。
景
気
対

策
案
は
、
一
二
月
一
一
日
よ
り
開
催
さ
れ
る

加
盟
国
首
脳
会
議
で
審
議
予
定
だ
が
、
実
施

に
は
各
国
の
大
規
模
な
財
政
支
出
を
伴
う
た

め
、
調
整
は
難
航
必
至
の
様
相
を
呈
し
て
い

る
。
ド
イ
ツ
は
早
く
も
難
色
を
示
し
て
お
り
、

今
後
も
政
策
議
論
の
動
向
を
引
き
続
き
注
視

し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

〔
注
〕

１
．
有
期
・
派
遣
労
働
者
に
関
す
る
連
邦
統
計
局
調
査
結

果
の
詳
細
は
、
本
誌
「
海
外
労
働
事
情
」
を
参
照
。

２
．
金
属
産
業
の
賃
上
げ
交
渉
の
詳
細
は
、
本
誌
「
海
外

労
働
事
情
」
を
参
照
。

３
． http://w

w
w
.sachverstaendigenrat-w

irtschaft.

de/gutacht/ga-content.php?gaid=53

４
．h

ttp
:/

/
w

w
w

.b
o
e
c
k
le

r
.d

e
/
p
d
f/

p_im
k_report_32_2008.pdf  

５
．O

E
C
D

（2008

）Econom
ic O

utlook. 

な
お
、
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
諸
国
の
二
〇
〇
九
年
、
二
〇
一
〇
年
の
失
業
予
測

に
つ
い
て
は
、
本
特
集
の
「
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
」
を
参
照
。

６
．
Ｅ
Ｕ
の
景
気
対
策
に
つ
い
て
は
、本
特
集
の「
Ｅ
Ｕ
」

を
参
照
。

【
参
考
資
料
】

D
eutsche W

ell, F
inancial T

im
es, S

piegel, 

H
andelsblatt

各
紙
、
連
邦
政
府
発
表
資
料
、
連
邦
統

計
局
発
表
資
料
、
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
海
外

委
託
調
査
員
月
例
報
告
。

大
統
領
が

　

雇
用
に
関
す
る
行
動
計
画
を
発
表

―

労
組
、
既
存
計
画
の
焼
き
直
し
と
反
発

フランス世
界
的
な
金
融
・
経
済
危
機
対
策
の
一
環

と
し
て
、
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
は
一
〇
月
二
八

日
、
雇
用
に
関
す
る
行
動
計
画
「
金
融
危
機

の
雇
用
に
対
す
る
影
響
を
緩
和
す
る
た
め
の

主
た
る
方
策
」
を
発
表
し
た
。
特
殊
雇
用
契

約
利
用
者
を
一
〇
万
人
増
や
す
こ
と
や
、
試

行
中
の
職
業
移
行
契
約
（
Ｃ
Ｔ
Ｐ
）
を
拡
大

す
る
こ
と
、公
共
職
業
安
定
所（
Ａ
Ｎ
Ｐ
Ｅ
）

と
失
業
保
険
運
営
機
関
（
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
）

の
統
合
を
急
ぐ
こ
と
な
ど
が
主
な
内
容
。
こ

れ
に
先
立
ち
、
同
大
統
領
は
総
額
三
六
〇
億

円
に
の
ぼ
る
金
融
機
関
支
援
策
を
決
め
て
い

る
。
雇
用
不
安
が
募
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

「
雇
用
こ
そ
優
先
し
て
守
る
べ
き
だ
」
と
の

批
判
が
あ
が
り
、
行
動
計
画
策
定
は
こ
の
よ

う
な
声
を
意
識
し
た
も
の
と
受
け
止
め
ら
れ

て
い
る
。
労
働
組
合
は
「
既
存
計
画
の
焼
き

直
し
」「
金
融
機
関
救
済
と
は
違
い
、
明
確
な

数
字
が
な
い
」
な
ど
と
反
発
し
て
い
る
。

金
融
支
援
策
に
総
額
三
六
〇
〇
億

ユ
ー
ロ

欧
州
連
合
（
Ｅ
Ｕ
）
議
長
国
で
あ
る
フ
ラ

ン
ス
の
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
は
、
一
〇
月
一
三

日
、
世
界
的
な
金
融
危
機
に
対
処
す
る
た
め
、

ド
イ
ツ
な
ど
ユ
ー
ロ
圏
一
五
カ
国
に
よ
る
緊

急
会
議
を
開
催
し
、
金
融
機
関
に
対
す
る
公

的
資
金
投
入
を
決
定
し
た
。
フ
ラ
ン
ス
政
府

が
発
表
し
た
金
融
機
関
救
済
策
は
、
経
営
難

に
陥
っ
た
金
融
機
関
へ
の
資
本
注
入
に
四
〇

〇
億
ユ
ー
ロ
、
二
〇
〇
九
年
ま
で
に
発
行
さ

れ
た
銀
行
債
券
保
証
に
三
二
〇
〇
億
ユ
ー
ロ

の
総
額
三
六
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
の
支
出
に
の
ぼ

る
。こ

う
し
た
大
統
領
の
金
融
危
機
対
策
に
対

し
、
国
内
で
は
、「
ま
ず
国
民
生
活
、
国
内
の

雇
用
こ
そ
守
る
べ
き
だ
」
と
い
う
声
が
あ

が
っ
て
い
た
。
大
統
領
は
「
金
融
機
関
へ
の

支
援
策
は
、
中
小
企
業
や
賃
金
労
働
者
、
経

済
成
長
、
そ
し
て
雇
用
の
た
め
で
あ
っ
て
、

金
融
機
関
の
た
め
だ
け
で
は
な
い
。
金
融
機

関
は
こ
の
支
援
を
受
け
て
、
企
業
や
個
人
に

新
た
な
融
資
を
行
う
こ
と
が
で
き
、
そ
れ
が

経
済
・
雇
用
に
プ
ラ
ス
に
働
く
」
と
説
明
し

て
き
た
。
し
か
し
、
今
春
以
降
、
雇
用
情
勢

の
悪
化
が
表
面
化
し
、
世
界
的
な
金
融
危
機

に
よ
り
失
業
者
数
が
さ
ら
に
増
加
す
る
こ
と

が
予
想
さ
れ
る
た
め
、
今
回
の
雇
用
に
関
す

る
行
動
計
画
を
発
表
し
た
と
さ
れ
る
。

大
統
領
は
、
一
〇
月
二
八
日
、
訪
問
先
の

フ
ラ
ン
ス
東
部
レ
テ
ル
市（
ア
ル
デ
ン
ヌ
県
）

に
お
い
て
、「
雇
用
不
安
は
か
つ
て
な
く
高

い
」
と
し
、
世
界
的
な
金
融
危
機
か
ら
フ
ラ

ン
ス
の
雇
用
を
保
護
す
る
対
策
を
公
表
し
た
。

ま
た
、
企
業
に
対
し
て
、
今
回
の
金
融
危
機

と
は
明
ら
か
に
関
係
が
な
い
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
金
融
危
機
を
理
由
に
し
た
経
営
縮
小
や

従
業
員
解
雇
を
行
う
こ
と
が
な
い
よ
う
警
告

し
た
。

行
動
計
画
の
主
な
柱

大
統
領
が
公
表
し
た
行
動
計
画
の
主
な
内

容
は
以
下
の
通
り
。

▼
特
殊
雇
用
契
約
の
増
加

フ
ラ
ン
ス
で
は
、
積
極
的
失
業
対
策
の

一
つ
と
し
て
「
特
殊
雇
用
契
約
」
が
あ
る
。

こ
れ
は
、
あ
る
一
定
の
条
件
の
下
で
締
結

で
き
る
雇
用
契
約
で
、
雇
用
主
へ
の
賃
金

補
助
や
再
就
職
後
の
職
業
訓
練
費
用
の
補

助
な
ど
を
雇
用
契
約
に
盛
り
込
む
こ
と
に

よ
り
、
雇
用
（
再
就
職
）
促
進
を
図
る
も

の
で
あ
る
。
二
〇
〇
九
年
度
の
予
算
案
で

は
、
二
三
万
人
分
の
特
殊
雇
用
契
約
に
か

か
る
予
算
が
組
み
込
ま
れ
て
い
る
が
、
さ

ら
に
非
営
利
部
門
に
つ
い
て
一
〇
万
人
分

の
特
殊
雇
用
契
約
を
追
加
す
る
。
ま
た
、

今
夏
に
決
定
し
た
二
〇
〇
八
年
度
分
の
六
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万
人
増
加
に
つ
い
て
も
、
年
内
に
実
行
に

移
す
。

▼
職
業
移
行
契
約
（
Ｃ
Ｔ
Ｐ
：contrat de 

transition professionnelle

）
の
適
用
範

囲
の
拡
大

特
定
の
職
業
部
門
に
お
け
る
従
業
員
数

一
〇
〇
〇
人
以
下
の
企
業
で
、
経
済
的
な

理
由
で
解
雇
さ
れ
た
者
に
対
し
、
職
業
訓

練
を
受
け
る
こ
と
を
条
件
に
、
最
大
で
一

二
カ
月
間
、
従
前
賃
金
の
八
〇
％
に
相
当

す
る
手
当
を
支
給
す
る
制
度
（
Ｃ
Ｔ
Ｐ
）

を
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
は
ア
ル
ザ
ス
地
方
の

一
部
な
ど
で
二
〇
〇
六
年
か
ら
試
験
的
に

導
入
し
て
い
る
。
こ
の
制
度
の
適
用
範
囲

を
広
げ
る
と
と
も
に
、
手
当
に
つ
い
て
は

「
従
前
賃
金
の
一
〇
〇
％
相
当
」
に
し
、

再
就
職
の
た
め
の
個
別
支
援
な
ど
の
サ

ポ
ー
ト
を
強
化
す
る
。

▼
公
共
職
業
安
定
所
（
Ａ
Ｎ
Ｐ
Ｅ
）
と
全
国

商
工
業
雇
用
連
合
（
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
）
の
早

期
統
合失

業
者
の
再
就
職
活
動
を
支
援
す
る
Ａ

Ｎ
Ｐ
Ｅ
と
、
失
業
保
険
制
度
の
運
営
を
行

う
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
の
統
合
に
つ
い
て
は
、

「
雇
用
に
関
す
る
真
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
を

二
〇
〇
八
年
ま
で
に
段
階
的
に
実
施
す

る
」
こ
と
を
盛
り
込
ん
だ
社
会
統
合
計
画

法
（
二
〇
〇
五
年
一
月
一
八
日
公
布
）
の

一
環
と
し
て
、
既
に
二
〇
〇
六
年
に
決
定

し
て
い
る（
１
）。
こ
の
統
合
を
一
刻
も
早

く
実
現
さ
せ
、
二
〇
〇
九
年
夏
以
降
は
、

失
業
者
が
求
職
活
動
や
失
業
手
当
受
給
手

続
き
を
一
つ
の
窓
口
で
行
え
る
よ
う
に
し
、

再
就
職
活
動
の
方
針
や
失
業
手
当
支
給
の

決
定
に
必
要
な
聞
き
取
り
調
査
も
、
完
全

に
一
本
化
す
る
。
な
お
、
統
合
後
の
組
織

名
はP

ôle em
ploi

（
雇
用
局
）
と
な
る
。

今
年
末
の
失
業
率
八
％
の
予
想
も

大
統
領
は
こ
の
他
に
、
中
小
企
業
に
お
け

る
有
期
雇
用
契
約
（
Ｃ
Ｄ
Ｄ
）
の
規
制
緩
和
、

派
遣
労
働
や
有
期
契
約
終
了
後
の
再
就
職
ま

た
は
職
業
訓
練
を
円
滑
に
す
る
シ
ス
テ
ム
の

構
築
、
日
曜
労
働
の
解
禁（
２
）
な
ど
を
提
案

し
、「
こ
れ
か
ら
到
来
す
る
困
難
な
時
代
の
中

で
、
フ
ラ
ン
ス
国
民
の
期
待
す
る
対
策
を
見

出
す
に
は
、
我
々
一
人
一
人
が
責
任
を
持
っ

て
金
融
危
機
に
対
処
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
、

労
使
代
表
に
そ
の
責
任
感
の
自
覚
と
発
揮
を

繰
り
返
し
求
め
た
。

こ
れ
に
対
し
、
使
用
者
団
体
の
Ｍ
Ｅ
Ｄ
Ｅ

Ｆ
は
「
公
的
雇
用
サ
ー
ビ
ス
の
改
革
（
Ａ
Ｎ

Ｐ
Ｅ
と
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
の
統
合
）
の
加
速
、

経
済
を
刺
激
す
る
日
曜
の
労
働
の
解
禁
や
中

小
企
業
に
お
け
る
Ｃ
Ｄ
Ｄ
の
利
用
拡
大
な
ど
、

大
統
領
の
『
タ
ブ
ー
を
な
く
す
』
挑
戦
を
大

い
に
歓
迎
す
る
」
と
し
、
大
統
領
の
掲
げ
た

雇
用
政
策
を
高
く
評
価
し
た
。

一
方
、
労
組
側
か
ら
は
、「
今
回
の
雇
用
に

関
す
る
行
動
計
画
は
、
二
〇
〇
七
年
に
発
表

さ
れ
た
改
革
プ
ラ
ン
の
再
確
認
に
す
ぎ
ず
、

中
小
企
業
に
お
け
る
有
期
雇
用
契
約
（
Ｃ
Ｄ

Ｄ
）
の
利
用
促
進
は
、
こ
れ
ま
で
に
国
民
か

ら
拒
否
さ
れ
た
Ｃ
Ｐ
Ｅ
（
初
回
雇
用
契
約
）

と
Ｃ
Ｎ
Ｅ
（
新
規
雇
用
契
約
）
を
復
活
さ
せ

る
よ
う
な
も
の
で
あ
る（
３
）。
さ
ら
に
、
日

曜
日
の
就
業
が
、
全
て
の
職
業
に
お
い
て
慣

行
化
さ
れ
る
こ
と
は
断
固
阻
止
す
る
」（
Ｆ

Ｏ
：
労
働
者
の
力
）、「
金
融
機
関
へ
の
支
援

と
異
な
り
、
明
確
な
数
字
が
出
さ
れ
て
い
な

い
」（
Ｃ
Ｆ
Ｄ
Ｔ
：
民
主
労
働
同
盟
）
な
ど
、

批
判
の
声
が
相
次
い
だ
。

現
在
、
金
融
危
機
の
雇
用
に
対
す
る
影
響

に
つ
い
て
の
統
計
デ
ー
タ
は
、
集
計
中
の
も

の
が
多
く
、
公
表
さ
れ
て
い
る
も
の
は
少
な

い
。
雇
用
省
が
一
〇
月
末
に
発
表
し
た
雇
用

統
計
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
八
年
九
月
の
失
業

者
数
は
前
月
よ
り
〇
・
四
％
増
加
し
、
五
月

以
降
増
加
が
続
い
て
い
る
。
ま
た
、
二
〇
〇

八
年
第
三
四
半
期
の
派
遣
労
働
者
数
は
、
第

二
四
半
期
と
か
ら
四
・
五
％
も
減
少
し
て
い

る
。
個
別
企
業
の
動
き
で
は
、
自
動
車
需
要

の
低
迷
を
受
け
、
ル
ノ
ー
や
プ
ジ
ョ
ー
の
一

部
工
場
で
、
一
〇
月
下
旬
以
降
、
在
庫
調
整

を
理
由
に
数
日
〜
数
週
間
程
度
の
一
時
操
業

停
止
を
実
施
し
て
お
り
、
さ
ら
に
ル
ノ
ー
で

は
、
数
千
人
規
模
で
の
雇
用
削
減
の
方
針
を

打
ち
出
し
て
い
る
。

国
際
的
な
金
融
対
策
の
策
定
で
、
現
在
の

と
こ
ろ
金
融
不
安
は
落
ち
着
い
て
い
る
が
、

消
費
の
冷
え
込
み
、
生
産
減
少
な
ど
の
進
行

に
伴
い
、
雇
用
へ
の
大
き
な
影
響
が
懸
念
さ

れ
て
い
る
。
今
年
第
２
四
半
期
に
七
・
二
％

で
あ
っ
た
フ
ラ
ン
ス
本
土(

海
外
県
を
除
く)

の
失
業
率
は
、
二
〇
〇
八
年
末
に
は
八
％
に

近
い
水
準
と
な
る
と
い
う
予
想
も
出
て
き
て

い
る
。
Ｅ
Ｕ
議
長
国
ト
ッ
プ
と
し
て
、
世
界

的
な
金
融
危
機
解
決
に
率
先
し
て
取
り
組
ん

で
き
た
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
だ
が
、
今
回
の
行

動
計
画
で
国
内
の
雇
用
を
ど
れ
ほ
ど
守
る
こ

と
が
で
き
る
の
か
注
目
さ
れ
る
。

〔
注
〕

１
．
フ
ラ
ン
ス
の
失
業
保
険
制
度
は
、
根
拠
な
る
法
令
が

な
く
、
労
使
の
代
表
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
協
約
を
政

府
が
承
認
す
る
と
い
う
協
約
制
度
が
と
ら
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
が
全
国
レ
ベ
ル
で
全
職
域
に
共
通
の
合
意
を
形

成
し
、
そ
の
合
意
を
政
府
が
承
認
す
る
。
保
険
料
は
被

用
者
と
雇
用
主
の
双
方
が
拠
出
し
、
制
度
の
運
営
は
労

働
組
合
と
経
営
者
団
体
に
よ
る
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
に
よ
っ

て
行
わ
れ
る
。
失
業
者
が
失
業
保
険
手
当
を
受
給
す
る

に
は
、
ま
ず
Ａ
Ｎ
Ｐ
Ｅ
で
求
職
者
登
録
を
し
た
う
え
で
、

給
付
機
関
で
あ
る
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
の
窓
口
に
出
向
か
な

く
て
は
な
ら
な
い
。
し
か
し
、
Ａ
Ｎ
Ｐ
Ｅ
と
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ

Ｉ
Ｃ
は
別
の
場
所
に
あ
る
こ
と
が
ほ
と
ん
ど
で
、
再
就

職
活
動
を
少
し
で
も
早
く
開
始
し
た
い
失
業
者
に
と
っ

て
は
大
き
な
負
担
と
な
っ
て
い
た
。
こ
う
し
た
状
況
の

改
善
を
目
的
に
、
Ａ
Ｎ
Ｐ
Ｅ
と
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
は
、
ワ

ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
化
を
段
階
的
に
実
施
し
、
二
〇

〇
六
年
末
ま
で
に
、
地
域
圏
ご
と
に
最
低
一
つ
の
共
通

窓
口
を
設
け
る
こ
と
で
合
意
し
た
が
、
実
施
が
遅
れ
て

い
た
。

２
．
日
曜
日
に
労
働
し
な
い
と
い
う
こ
と
は
、
キ
リ
ス
ト

教
の
安
息
日
の
伝
統
で
あ
る
が
、
労
働
法
二
二
一
条
に
、

「
被
用
者
は
週
六
日
を
超
え
て
働
い
て
は
な
ら
な
い
。

週
の
休
み
は
日
曜
日
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
明
記

さ
れ
て
お
り
、
交
通
機
関
、
観
光
地
、
文
化
・
ス
ポ
ー

ツ
レ
ジ
ャ
ー
施
設
、
ホ
テ
ル
、
病
院
、
飲
食
業
な
ど
は
、

例
外
と
し
て
日
曜
日
の
営
業
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
大

都
市
郊
外
の
大
型
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
な
ど
は
、

営
業
申
請
を
し
て
認
め
ら
れ
れ
ば
、
期
限
付
き
営
業
許
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可
が
与
え
ら
れ
る
。
許
可
な
く
日
曜
日
に
営
業
し
た
場

合
、
日
曜
日
一
日
あ
た
り
最
高
一
五
〇
〇
ユ
ー
ロ
の
罰

金
が
科
せ
ら
れ
る
。
か
ね
て
よ
り
、「
よ
り
働
き
、
よ
り

稼
ぐ
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
し
て
き
た
サ
ル
コ
ジ
大
統
領

は
、「
日
曜
日
に
も
働
き
た
い
と
思
う
人
の
就
労
を
可
能

に
す
れ
ば
、
経
済
の
活
性
化
に
つ
な
が
る
」
と
主
張
し

て
い
る
が
、
日
曜
労
働
の
解
禁
に
つ
い
て
は
、
与
党
内

で
も
意
見
が
分
か
れ
て
い
る
と
い
う
。

３
．
Ｃ
Ｎ
Ｅ
は
二
〇
〇
五
年
夏
に
、
緊
急
雇
用
対
策
と
し

て
ド
・
ヴ
ィ
ル
パ
ン
首
相
が
導
入
し
た
特
殊
雇
用
契
約

で
、
従
業
員
二
〇
人
未
満
の
企
業
を
対
象
に
、
二
年
間

の
試
用
期
間
中
に
従
業
員
を
解
雇
で
き
る
と
い
う
も
の
。

企
業
側
は
、
有
用
な
人
材
を
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
に
採
用
で

き
る
と
し
て
歓
迎
し
た
が
、
二
年
間
と
い
う
解
雇
可
能

期
間
に
つ
い
て
議
論
が
絶
え
ず
、
国
内
の
労
働
裁
判
所

は
「
Ｃ
Ｎ
Ｅ
は
違
法
」
と
判
断
、
控
訴
院
も
そ
の
見
解

を
支
持
し
た
。
さ
ら
に
、
労
組
の
Ｃ
Ｇ
Ｔ―

Ｆ
Ｏ
の
申

し
立
て
を
受
け
た
Ｉ
Ｌ
Ｏ
（
国
際
労
働
機
関
）
は
、「
二

年
も
の
長
期
の
試
用
期
間
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
一
五
八
号
条
約
に

反
す
る
」
と
の
決
定
を
下
し
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
は
二
〇

〇
八
年
三
月
、
Ｃ
Ｎ
Ｅ
の
廃
止
を
決
定
し
た
。
こ
の
Ｃ

Ｎ
Ｅ
を
基
に
、
ド
・
ヴ
ィ
ル
パ
ン
前
首
相
は
、
二
〇
〇

六
年
三
月
、
対
象
年
齢
制
限
（
二
六
歳
未
満
）
を
設
定

し
、
対
象
企
業
規
模
従
業
員
数
を
二
〇
人
以
上
に
拡
大

し
た
Ｃ
Ｐ
Ｅ
の
導
入
を
決
定
し
た
が
、
若
者
を
中
心
と

し
た
全
国
規
模
の
抗
議
運
動
に
あ
い
、
撤
回
し
た
。

公
共
投
資
を
中
心
に

　

一
四
兆
ウ
ォ
ン
規
模
の
経
済
対
策

―

倒
産
増
え
、
主
力
産
業
で
雇
用
調
整
の
動
き

韓　国米
国
に
端
を
発
し
た
金
融
危
機
は
、
す
で

に
ウ
ォ
ン
安
や
原
材
料
価
格
の
高
騰
の
影
響

を
受
け
て
い
る
韓
国
経
済
に
さ
ら
な
る
打
撃

を
与
え
て
い
る
。
企
業
の
倒
産
件
数
は
す
で

に
二
〇
〇
五
年
三
月
以
来
の
高
水
準
に
達
し

た
。
韓
国
の
主
力
産
業
で
あ
る
自
動
車
、
半

導
体
メ
ー
カ
ー
な
ど
で
減
産
や
雇
用
調
整
の

発
表
が
相
次
い
で
い
る
。
政
府
は
公
共
投
資

を
軸
と
す
る
一
一
兆
ウ
ォ
ン
の
財
政
支
出
と

三
兆
ウ
ォ
ン
の
減
税
を
合
わ
せ
た
一
四
兆

ウ
ォ
ン
規
模
の
総
合
経
済
対
策
を
発
表
し
て

い
る
。

自
動
車
、
国
内
需
要
も
大
き
く
減
退

韓
国
銀
行
が
一
一
月
一
九
日
に
発
表
し
た

「
手
形
不
渡
り
動
向
」
に
よ
る
と
、
一
〇
月

の
企
業
の
倒
産
件
数
は
九
月
よ
り
も
一
一
八

件
（
五
八
・
一
％
）
多
い
三
二
一
件
と
な
り
、

内
需
不
振
が
深
刻
だ
っ
た
二
〇
〇
五
年
三
月

の
三
五
九
件
以
来
の
高
い
水
準
と
な
っ
た
。

業
種
別
で
は
製
造
業
が
一
〇
九
社
（
九
月
六

六
件
）、
建
設
業
が
六
五
社
（
同
四
九
件
）、

サ
ー
ビ
ス
業
が
一
三
三
社
（
同
七
四
件
）、

そ
の
他
一
四
社
と
な
っ
て
い
る
。
地
域
別
で

は
ソ
ウ
ル
が
一
一
一
社
（
九
月
八
〇
件
）、

地
方
は
二
一
〇
社
（
同
一
二
三
件
）
と
な
っ

て
お
り
地
方
へ
の
影
響
が
大
き
く
な
っ
て
い

る
。
金
融
危
機
に
よ
る
市
場
の
資
金
繰
り
悪

化
が
倒
産
件
数
の
増
加
に
つ
な
が
っ
た
と
み

ら
れ
る
。

こ
う
し
た
中
で
、
韓
国
の
主
力
産
業
で
あ

る
、
自
動
車
や
液
晶
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
、
半
導

体
メ
ー
カ
ー
な
ど
で
は
、
景
気
悪
化
へ
の
対

応
と
し
て
減
産
や
雇
用
調
整
を
相
次
ぎ
発
表

し
た
。
こ
の
う
ち
、
韓
国
の
自
動
車
業
界
は
、

金
融
危
機
の
深
刻
な
状
況
を
受
け
て
消
費
者

心
理
が
急
速
に
冷
え
込
ん
だ
結
果
、
自
動
車

購
買
需
要
の
大
幅
な
減
少
に
見
舞
わ
れ
て
い

る
。
そ
の
た
め
自
動
車
各
社
で
は
、
減
産
に

よ
る
年
産
目
標
の
下
方
修
正
が
相
次
い
だ
。

当
初
、
景
気
悪
化
の
影
響
で
大
型
車
の
需
要

が
急
激
に
減
少
す
る
中
に
あ
っ
て
も
、
韓
国

の
主
力
で
あ
る
中
・
小
型
車
へ
の
需
要
は
堅

調
と
見
ら
れ
、
さ
ら
に
は
円
高
・
ウ
ォ
ン
安

の
影
響
か
ら
同
じ
中
・
小
型
車
で
競
合
す
る

日
本
車
に
対
し
て
価
格
優
位
性
が
あ
る
と
考

え
ら
れ
て
い
た
。
し
か
し
金
融
危
機
の
影
響

に
よ
り
、
外
需
は
お
ろ
か
比
較
的
堅
調
で

あ
っ
た
国
内
需
要
も
一
一
月
に
入
り
大
き
く

減
退
す
る
も
の
と
な
っ
た
。

Ｇ
Ｍ
大
宇
は
先
に
年
末
年
始
の
全
工
場
の

操
業
の
全
面
停
止
を
発
表
し
た
が
、
同
社
へ

の
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
と
の
会
議
の
席
上
、

同
社
上
層
部
は
「
二
〇
〇
九
年
三
月
ま
で
に

全
工
場
の
平
均
稼
動
率
を
半
分
に
引
き
下
げ

る
」と
発
言
し
た
と
伝
え
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、

双
竜
自
動
車
も
二
〇
〇
九
年
の
生
産
目
標
を

二
〇
〇
八
年
の
一
三
万
台
か
ら
九
万
台
に
減

産
す
る
と
と
も
に
非
正
規
社
員
を
対
象
と
す

る
希
望
退
職
の
募
集
な
ど
の
雇
用
調
整
を
実

施
す
る
予
定
で
あ
る
。
ま
た
、
ル
ノ
ー
サ
ム

ス
ン
も
管
理
職
以
上
の
希
望
退
職
の
募
集
を

開
始
し
た
と
さ
れ
、
そ
の
規
模
は
全
従
業
員

七
六
〇
〇
人
の
一
割
を
超
え
る
八
〇
〇
人
以

上
と
み
ら
れ
る
。
現
代
自
動
車
も
一
〇
月
に

米
国
ア
ラ
バ
マ
工
場
の
減
産
を
発
表
し
た
が
、

一
一
月
に
は
蔚
山
市
の
工
場
の
一
部
の
休
日

生
産
を
停
止
し
国
内
も
事
実
上
の
減
産
態
勢

に
入
っ
た
。

増
え
る
非
正
規
社
員
の
リ
ス
ト
ラ

こ
の
よ
う
に
、
金
融
危
機
に
追
い
打
ち
を

か
け
ら
れ
た
産
業
界
で
は
、
実
体
経
済
へ
の

影
響
が
年
明
け
か
ら
一
層
深
刻
化
す
る
の
で

は
と
の
懸
念
が
出
始
め
て
い
る
。
政
府
が
重
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点
目
標
と
し
て
掲
げ
る
「
雇
用
創
出
」
は
引

き
続
き
低
下
傾
向
を
示
し
て
お
り
、
統
計
庁

が
発
表
し
た
一
〇
月
の
雇
用
創
出
数
（
前
年

比
の
増
減
数
）
は
九
万
七
〇
〇
〇
人
と
な
り
、

二
〇
〇
五
年
二
月
の
八
万
人
以
来
の
低
い
数

字
と
な
っ
た
。
二
〇
〇
八
年
の
雇
用
創
出
状

況
を
数
値
で
辿
る
と
、
第
１
四
半
期
二
一
万

人
、
第
２
四
半
期
一
七
万
三
〇
〇
〇
人
、
第

３
四
半
期
一
四
万
二
〇
〇
〇
人
と
減
少
傾
向

が
続
い
て
お
り
、
政
府
が
掲
げ
る
年
間
目
標

二
〇
万
人
の
雇
用
創
出
の
達
成
は
も
は
や
困

難
な
状
況
と
み
ら
れ
る
。
ま
た
、
同
統
計
庁

が
こ
の
ほ
ど
発
表
し
た
「
経
済
活
動
人
口
追

加
調
査
」（
毎
年
三
月
及
び
八
月
実
施
）
の
結

果
で
は
、
金
融
危
機
の
影
響
を
み
る
こ
と
は

で
き
な
い
が
、
趨
勢
と
し
て
は
正
規
社
員
の

増
加
基
調
が
続
く
一
方
で
、
非
正
規
社
員
の

減
少
傾
向
が
続
い
て
い
る
。
こ
れ
は
、
景
気

悪
化
に
よ
る
雇
用
調
整
の
し
わ
寄
せ
が
、
自

動
車
業
界
の
例
で
み
る
よ
う
に
、
非
正
規
社

員
の
リ
ス
ト
ラ
に
つ
な
が
っ
て
い
る
た
め
と

考
え
ら
れ
る
。
非
正
規
労
働
者
の
内
訳
で
は
、

パ
ー
ト
労
働
者
数
が
前
年
同
期
比
二
・
三
ポ

イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
一
方
で
、
有
期
契
約

労
働
者
数
及
び
非
定
型
労
働
者
数
（
請
負
、

派
遣
、
日
雇
な
ど
）
は
そ
れ
ぞ
れ
七
・
三
ポ

イ
ン
ト
、
三
・
二
ポ
イ
ン
ト
の
減
少
と
な
っ

て
い
る
。
た
だ
し
、
非
定
型
労
働
者
の
中
で

は
、
派
遣
労
働
者
や
家
庭
内
労
働
者
の
減
少

が
大
き
い
反
面
、
輸
送
や
清
掃
な
ど
の
請
負

サ
ー
ビ
ス
に
従
事
す
る
用
役
労
働
者
は
同

八
・
一
ポ
イ
ン
ト
の
上
昇
を
示
し
て
お
り
、

非
正
規
労
働
者
の
中
で
も
一
人
当
た
り
の
賃

金
が
低
い
パ
ー
ト
労
働
者
や
非
定
型
労
働
者

が
コ
ス
ト
削
減
の
た
め
多
く
活
用
さ
れ
て
い

る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

一
方
、
失
業
率
は
二
〇
〇
八
年
第
１
四
半

期
三
．
四
％
（
前
年
同
期
比
〇
・
二
ポ
イ
ン

ト
減
）、
第
２
四
半
期
三
・
一
％
（
前
年
同

期
比
〇
・
一
ポ
イ
ン
ト
減
）、第
３
四
半
期
三
・

一
％
（
前
年
同
）、
一
〇
月
三
・
〇
％
（
前

年
同
）
と
推
移
し
て
い
る
。
失
業
者
数
を
み

る
と
、
二
〇
〇
八
年
１
四
半
期
八
〇
・
一
万

人
（
前
年
同
期
比
五
万
人
減
）、
第
２
四
半

期
七
六
万
七
〇
〇
〇
人
（
同
二
万
四
〇
〇
〇

人
減
）
で
あ
っ
た
が
、
年
後
半
を
各
月
で
み

て
い
く
と
、
七
月
七
六
万
九
〇
〇
〇
人
（
前

年
同
期
比
三
万
三
〇
〇
〇
人
減
）、
八
月
七

六
万
四
〇
〇
〇
人（
同
一
万
一
〇
〇
〇
人
増
）、

九
月
七
二
万
二
〇
〇
〇
人
（
同
四
〇
〇
〇
人

増
）、
一
〇
月
は
七
三
万
六
〇
〇
〇
人
（
同

三
〇
〇
〇
人
増
）
と
、
前
年
を
上
回
る
状
況

が
続
い
て
い
る
。

非
正
規
労
働
者
保
護
法
の
改
正
案

も
検
討

こ
う
し
た
状
況
へ
の
対
応
策
と
し
て
、
政

府
は
財
政
規
模
約
一
四
兆
ウ
ォ
ン
に
上
る
総

合
経
済
対
策
を
発
表
し
た
。
内
訳
は
一
一
兆

ウ
ォ
ン
の
財
政
支
出
と
三
兆
ウ
ォ
ン
の
減
税

と
な
っ
て
お
り
、
財
政
支
出
は
雇
用
創
出
や

景
気
回
復
効
果
が
期
待
さ
れ
る
公
共
投
資
に

投
入
さ
れ
る
の
を
は
じ
め
、
特
に
金
融
危
機

の
打
撃
の
大
き
い
中
小
企
業
や
自
営
業
者
、

農
林
水
産
業
向
け
の
支
援
が
実
施
さ
れ
る
見

込
み
で
あ
る
。

同
時
に
労
働
部
で
は
、
景
気
悪
化
の
影
響

に
よ
る
非
正
規
労
働
者
の
解
雇
が
続
く
こ
と

を
避
け
る
た
め
、
非
正
規
労
働
者
保
護
法
に

よ
り
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
、
正
規
化
ま
で

の
非
正
規
労
働
者
の
雇
用
期
間
（
二
年
間
）

を
三
年
な
い
し
四
年
に
延
長
す
る
案
や
、
二

〇
〇
九
年
七
月
か
ら
施
行
さ
れ
る
一
〇
〇
人

未
満
企
業
へ
の
非
正
規
労
働
者
保
護
法
の
適

用
に
つ
い
て
も
同
施
行
を
延
長
す
る
案
な
ど

を
盛
り
込
ん
だ
、
同
法
改
正
案
の
国
会
提
出

を
検
討
し
て
い
る
と
伝
え
ら
れ
て
い
る
。

【
資
料
出
所
】

韓
国
労
働
部
Ｗ
ｅ
ｂ
、
韓
国
統
計
庁
Ｗ
ｅ
ｂ
、
朝
鮮
日
報

Ｗ
ｅ
ｂ
（
Ｃ
ｈ
ｏ
ｓ
ｕ
ｎ 

Ｏ
ｎ
ｌ
ｉ
ｎ
ｅ
）、
Ｎ
Ｎ
Ａ

四
兆
元
の
大
型
刺
激
策
で
内
需
拡
大
へ

―

雇
用
対
策
、
最
重
要
課
題
に

中　国中
国
政
府
は
金
融
危
機
克
服
の
た
め
、
実

施
期
間
を
二
〇
一
〇
年
末
ま
で
と
す
る
大
型

の
景
気
刺
激
策
を
発
表
し
た
。
総
額
四
兆
元

（
約
五
七
兆
円
）
に
上
る
景
気
刺
激
策
で
内

需
を
拡
大
、
雇
用
安
定
に
全
力
を
挙
げ
る
構

え
を
み
せ
て
い
る
。
景
気
の
減
速
は
確
実
で
、

二
〇
〇
九
年
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
実
質
成
長
率
は
六
月

時
予
想
よ
り
一
・
五
ポ
イ
ン
ト
低
い
七
・
五
％

に
と
ど
ま
る
と
の
予
測
が
出
さ
れ
た
。
雇
用

悪
化
の
見
通
し
も
出
て
お
り
、「
農
民
工
」
の

問
題
を
含
め
て
雇
用
問
題
が
最
重
要
課
題
と

し
て
浮
か
び
上
が
っ
て
い
る
。

Ｉ
Ｍ
Ｆ
な
ど
、
中
国
の
対
応
策
を

歓
迎中

国
政
府
が
今
次
の
金
融
危
機
に
対
応
す

る
た
め
今
後
二
年
間
で
内
需
拡
大
に
投
じ
る

と
し
た
財
政
支
出
額
は
総
額
で
四
兆
元
（
約

五
七
兆
円
）。
建
設
業
、
金
属
・
鉱
業
な
ど

を
中
心
に
対
象
と
な
る
範
囲
は
広
い
。
国
家

発
展
改
革
委
員
会
に
よ
る
と
、
支
出
総
額
の

う
ち
中
央
政
府
の
支
出
は
一
兆
一
八
〇
〇
億

元
（
約
一
七
兆
円
）
で
全
体
の
約
三
割
に
当

た
り
、
残
り
は
地
方
政
府
か
ら
の
支
出
と
民

間
企
業
か
ら
の
投
資
で
賄
う
と
い
う
。

ま
た
、
同
委
員
会
は
こ
の
景
気
刺
激
策
に

続
き
、
①
来
年
の
賃
金
引
き
上
げ
の
細
則
を

今
年
末
ま
で
に
公
表
②
資
本
市
場
に
三
〇
〇

〇
億
元
か
ら
四
〇
〇
〇
億
元
程
度
注
入
③
低

所
得
者
向
け
補
助
金
の
長
期
保
障
制
度
を
設

置
④
住
宅
補
助
の
引
き
上
げ
⑤
都
市
労
働
者

の
基
本
医
療
保
険
を
整
備
し
医
療
費
負
担
を

軽
減―

―

と
し
た
施
策
案
を
発
表
し
た
。
内

需
拡
大
の
具
体
的
方
策
と
し
て
消
費
を
刺
激

す
る
狙
い
が
あ
る
。
こ
の
案
は
関
係
省
庁
で

調
整
の
う
え
随
時
実
施
さ
れ
る
見
込
み
。

中
国
が
発
表
し
た
一
連
の
景
気
刺
激
策
に

つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
（
国
際
通
貨
基
金
）
の

ス
ト
ロ
カ
ー
ン
専
務
理
事
が
「
中
国
が
決
定

し
た
景
気
対
策
は
大
規
模
で
あ
り
包
括
的
。

需
要
を
支
え
る
う
え
で
、
中
国
国
内
経
済
の

み
な
ら
ず
世
界
経
済
に
も
好
影
響
を
及
ぼ
す
。
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世
界
経
済
が
金
融
危
機
を
乗
り
切
る
の
に
役

立
つ
と
思
う
」
と
の
見
解
を
示
す
な
ど
、「
当

面
の
経
済
失
速
を
防
ぐ
に
は
有
効
」
と
好
意

的
に
捉
え
る
向
き
が
拡
が
っ
て
い
る
。
胡
錦

濤
国
家
主
席
は
一
〇
月
に
北
京
で
開
催
さ
れ

た
ア
ジ
ア
欧
州
会
議
（
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ｍ
）
首
脳
会

議
で
「
中
国
経
済
が
安
定
成
長
の
勢
い
を
保

つ
こ
と
が
国
際
金
融
市
場
の
安
定
と
世
界
経

済
発
展
へ
の
重
要
な
貢
献
に
な
る
」
と
世
界

市
場
に
お
け
る
中
国
の
存
在
感
を
ア
ピ
ー
ル

す
る
と
と
も
に
、
金
融
危
機
打
開
に
向
け
て

の
政
府
の
積
極
的
な
姿
勢
を
印
象
付
け
た
。

他
方
、
地
方
政
府
が
相
次
い
で
表
明
し
て

い
る
景
気
刺
激
関
連
の
投
資
額
は
総
額
で
一

八
兆
元
（
二
五
〇
兆
円
）
規
模
に
達
し
て
お

り
、
中
央
政
府
の
発
表
す
る
投
資
額
を
は
る

か
に
上
回
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
は
国
内
の
金

融
業
界
か
ら
も
「
財
源
的
裏
付
け
が
な
い
の

で
は
」
と
い
っ
た
疑
問
が
呈
さ
れ
る
な
ど
疑

問
視
す
る
向
き
が
多
い
。
ま
た
、
今
回
の
対

応
策
に
は
中
央
政
府
の
ほ
か
、
地
方
政
府
・

民
間
も
含
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
こ
う
し
た
発

表
の
食
い
違
い
か
ら
見
え
隠
れ
す
る
中
央
政

府
と
地
方
政
府
の
足
並
み
の
乱
れ
こ
そ
が
最

も
深
刻
な
問
題
と
い
う
指
摘
も
あ
る
。

失
業
問
題
、
深
刻
化
の
懸
念
も

膨
大
な
「
農
民
工
」
を
抱
え
る
中
国
の
雇

用
情
勢
は
厳
し
い
。
中
国
と
し
て
は
グ
ロ
ー

バ
ル
化
の
波
に
飲
ま
れ
て
初
め
て
の
景
気
対

応
策
で
あ
る
だ
け
に
、
先
行
き
の
不
透
明
感

は
強
い
。
世
界
銀
行
は
一
一
月
二
五
日
、
中

国
の
二
〇
〇
九
年
の
国
内
総
生
産（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）

が
前
年
比
で
七
・
五
％
増
に
と
ど
ま
る
と
の

予
測
を
発
表
し
た
。
六
月
時
の
発
表
と
比
較

す
る
と
一
・
五
ポ
イ
ン
ト
の
下
方
修
正
と
な

る
。
世
銀
は
、「
中
国
国
内
の
要
因
で
不
動
産

市
場
が
落
ち
込
ん
で
お
り
今
後
し
ば
ら
く
は

個
人
投
資
が
低
迷
、
個
人
消
費
が
弱
ま
る
」

と
分
析
す
る
。
一
方
輸
出
に
つ
い
て
も
〇
九

年
の
一
一
・
〇
％
増
と
い
う
見
込
み
を
三
・

五
％
へ
と
修
正
、
大
幅
に
減
速
す
る
見
通
し

だ
。同

時
に
人
的
資
源
・
社
会
保
障
部
は
、
二

〇
〇
七
年
ま
で
四
年
連
続
で
低
下
し
て
い
た

失
業
率
が
、
〇
八
年
は
五
年
ぶ
り
に
上
昇
し

四
・
二
％
程
度
に
な
る
と
い
う
見
込
み
を
発

表
し
た
。
同
部
は
、
金
融
危
機
後
の
最
近
の

雇
用
情
勢
に
つ
い
て
「
一
〇
月
以
降
、
国
際

経
済
情
勢
の
変
化
を
受
け
、非
常
に
厳
し
い
」

と
の
分
析
を
示
し
た
上
で
、「
毎
年
約
二
四
〇

〇
万
人
の
新
規
労
働
力
が
労
働
市
場
に
参
入

す
る
が
、
実
際
は
約
半
部
の
一
二
〇
〇
万
人

分
の
雇
用
の
受
け
皿
し
か
な
い
」
こ
と
を
認

め
、
経
済
情
勢
が
厳
し
さ
を
増
せ
ば
、
失
業

問
題
が
深
刻
に
な
り
か
ね
な
い
と
の
認
識
を

示
し
て
い
る
。

農
村
か
ら
の
都
市
部
へ
の
出
稼
ぎ
労
働
者

で
あ
る
「
農
民
工
」
は
現
在
、
約
二
億
三
〇

〇
〇
万
人
に
達
す
る
。
農
民
工
の
多
く
は
沿

海
部
の
輸
出
関
連
企
業
で
働
い
て
い
る
が
、

世
界
経
済
の
急
減
速
で
職
を
失
い
、
故
郷
に

戻
る
出
稼
ぎ
労
働
者
も
目
立
ち
始
め
て
い
る
。

も
ち
ろ
ん
政
府
は
こ
う
し
た
農
民
工
の
雇
用

問
題
に
強
い
危
機
感
を
募
ら
せ
て
お
り
、
再

就
職
支
援
な
ど
農
民
工
対
策
を
強
化
す
る
方

針
を
示
し
て
い
る
。
そ
の
一
環
と
し
て
一
〇

月
三
〇
日
発
表
さ
れ
た
の
が
、『
起
業
に
よ
る

就
業
促
進
の
推
進
に
関
す
る
指
導
的
意
見
』。

中
国
人
力
資
源
・
社
会
保
障
部
を
含
む
一
〇

の
省
庁
が
参
画
し
策
定
し
た
。
内
容
は
新
規

起
業
者
に
対
す
る
参
入
規
制
の
緩
和
や
行
政

の
審
査
許
可
に
係
る
手
続
き
の
簡
略
化
、
出

稼
ぎ
労
働
者
ら
が
起
業
す
る
際
の
金
融
サ
ー

ビ
ス
の
整
備
な
ど
が
柱
。
故
郷
に
帰
る
農
民

工
な
ど
に
起
業
に
よ
る
就
業
を
促
進
す
る
こ

と
で
関
連
雇
用
を
生
み
出
す
効
果
を
狙
っ
た

も
の
と
い
え
る
。

ま
た
、
一
一
月
二
六
日
開
催
さ
れ
た
温
家

宝
首
相
が
主
宰
す
る
国
務
院
常
務
会
議
で
は
、

金
融
危
機
の
影
響
で
企
業
が
直
面
す
る
困
難

を
解
決
し
、
安
定
し
た
雇
用
を
確
保
す
る
た

め
新
た
な
措
置
が
決
定
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、

①
鉄
鋼
、
自
動
車
、
造
船
な
ど
重
点
産
業
の

振
興
計
画
を
策
定
し
実
施
す
る
②
企
業
の
技

術
改
造
と
Ｍ
＆
Ａ
を
加
速
す
る
③
重
要
資
源

の
備
蓄
を
高
め
る
④
中
小
企
業
へ
の
融
資
を

拡
大
す
る
⑤
交
通
輸
送
、
物
流
な
ど
の
サ
ー

ビ
ス
業
の
発
展
を
加
速
す
る
⑥
失
業
保
険
基

金
の
使
用
範
囲
の
拡
大
お
よ
び
失
業
者
や
帰

郷
す
る
農
民
工
の
職
業
訓
練
を
拡
充
す
る―

―

の
六
項
目
で
構
成
さ
れ
る
。

農
民
工
の
雇
用
問
題
と
い
う
不
安
定
要
因

を
抱
え
る
中
国
。
目
前
の
金
融
危
機
を
乗
り

越
え
、
安
定
的
発
展
を
持
続
可
能
な
も
の
と

す
る
に
は
、
輸
出
産
業
へ
の
依
存
か
ら
脱
却

し
、
サ
ー
ビ
ス
業
を
拡
大
し
雇
用
を
増
や
す

な
ど
内
需
主
導
型
に
切
り
替
え
て
い
く
必
要

が
あ
る
。
最
重
要
課
題
で
あ
る
雇
用
問
題
を

い
か
に
軟
着
陸
さ
せ
る
か
、
今
後
の
政
府
施

策
の
行
方
が
注
目
さ
れ
る
。

【
資
料
参
考
】

人
的
資
源
・
社
会
保
障
部
、
人
民
日
報
、
第
一
経
済
日
報

他
中
国
主
要
紙
、
時
事
ワ
ー
ル
ド
他

二
〇
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
の
景
気
対
策
案

―
全
加
盟
国
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
一
・
五
％
に
相
当

欧　州
委員会

欧
州
委
員
会
は
一
一
月
下
旬
、
Ｅ
Ｕ
加
盟

国
共
通
の
景
気
対
策
案
を
示
し
た
。
全
加
盟

国
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
一
・
五
％
に
あ
た
る
二
〇
〇

〇
億
ユ
ー
ロ
を
、
加
盟
各
国
及
び
Ｅ
Ｕ
レ
ベ

ル
の
景
気
対
策
に
充
て
る
計
画
。
付
加
価
値

税
率
の
引
き
下
げ
や
失
業
者
な
ど
へ
の
給
付

の
増
額
や
、
中
小
企
業
の
資
金
繰
り
支
援
、

環
境
対
策
な
ど
を
に
ら
ん
だ
投
資
の
促
進
な

ど
の
選
択
的
な
実
施
を
加
盟
各
国
に
求
め
る

内
容
で
、
一
二
月
の
Ｅ
Ｕ
首
脳
会
議
で
の
合

意
を
目
指
す
。

税
負
担
軽
減
や
就
業
支
援
、
投
資

促
進
な
ど
で
需
要
創
出

世
界
的
な
金
融
危
機
の
発
生
を
う
け
て
、

Ｅ
Ｕ
加
盟
国
は
一
〇
月
半
ば
の
欧
州
理
事
会

（
Ｅ
Ｕ
首
脳
会
議
）
で
、
金
融
シ
ス
テ
ム
の

安
定
化
や
金
融
機
関
へ
の
公
的
支
援
策
の
実
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施
な
ど
に
関
す
る
政
策
的
協
調
に
合
意
し
た
。

一
方
、
金
融
以
外
の
産
業
部
門
で
の
景
気
・

雇
用
対
策
に
関
し
て
は
、
加
盟
国
共
通
の
政

策
的
枠
組
み
は
示
さ
れ
ず
、
理
事
会
は
年
末

ま
で
に
指
針
を
提
言
す
る
よ
う
欧
州
委
員
会

に
要
請
し
て
い
た
。

こ
れ
を
う
け
て
、
欧
州
委
員
会
は
一
〇
月

末
、
投
資
促
進
や
中
小
企
業
支
援
な
ど
を
主

眼
と
す
る
Ｅ
Ｕ
レ
ベ
ル
で
の
景
気
対
策
の
枠

組
み
案
を
提
案
、
加
盟
国
政
府
間
の
合
意
を

得
た
。
今
回
提
案
さ
れ
た
「
欧
州
経
済
再
生

計
画
」（E

uropean E
conom

ic R
ecovery 

P
lan

）
は
、
こ
れ
を
具
体
化
、
拡
充
し
た
も

の
だ
。
加
盟
国
全
体
で
共
通
の
ル
ー
ル
に
基

づ
く
財
政
政
策
の
実
施
を
提
言
す
る
背
景
に

は
、
単
一
市
場
の
Ｅ
Ｕ
圏
で
は
一
国
の
財
政

政
策
が
他
の
加
盟
国
を
利
す
る
こ
と
が
想
定

さ
れ
る
た
め
、
そ
の
相
乗
効
果
を
期
待
す
る

と
同
時
に
、
他
国
の
景
気
対
策
に
よ
る
需
要

創
出
効
果
の
「
た
だ
乗
り
」
を
防
ぐ
意
図
が

あ
る
。

再
生
計
画
は
、
財
政
政
策
に
よ
る
需
要
創

出
と
、
Ｅ
Ｕ
経
済
の
長
期
的
な
競
争
力
強
化

に
つ
な
が
る
産
業
分
野
や
人
材
育
成
、
イ
ン

フ
ラ
整
備
な
ど
へ
の
重
点
的
な
投
資
の
二
点

を
柱
と
し
て
お
り
、
二
〇
〇
九
年
か
ら
二
〇

一
〇
年
ま
で
の
期
間
に
、
加
盟
各
国
で
一
七

〇
〇
億
ユ
ー
ロ
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
一
・
二
％
）
相

当
、
Ｅ
Ｕ
レ
ベ
ル
で
三
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
（
同

〇
・
三
％
）
の
景
気
刺
激
策
の
実
施
を
提
案

し
て
い
る
。
う
ち
、
消
費
者
・
労
働
者
向
け

の
対
策
と
し
て
は
、
労
働
集
約
的
な
サ
ー
ビ

ス
や
環
境
に
配
慮
し
た
商
品
な
ど
の
付
加
価

値
税
率
引
き
下
げ
に
よ
る
消
費
の
活
性
化
や
、

景
気
低
迷
の
打
撃
を
う
け
や
す
い
低
所
得

者
・
未
熟
練
労
働
者
な
ど
に
対
す
る
技
能
訓

練
等
を
通
じ
た
就
業
支
援
策
の
拡
充
、
企
業

が
こ
れ
ら
の
層
を
雇
用
す
る
際
の
社
会
保
障

負
担
の
軽
減
な
ど
を
、
具
体
的
な
政
策
手
段

と
し
て
示
し
て
い
る
。
ま
た
、
企
業
向
け
の

対
策
と
し
て
は
、
中
小
企
業
の
資
金
調
達
支

援
の
ほ
か
、
環
境
対
策
を
に
ら
ん
だ
教
育
や

研
究
開
発
等
へ
の
融
資
の
拡
充
な
ど
を
提
案

し
て
い
る
。
特
に
、
自
動
車
産
業
と
建
設
業

に
対
し
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
五
〇
億
ユ
ー
ロ
と

一
〇
億
ユ
ー
ロ
を
投
じ
て
、
環
境
に
配
慮
し

た
技
術
開
発
へ
の
投
資
促
進
を
は
か
る
予
定

だ
。
加
え
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
網
や
Ｉ
Ｔ

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
加
盟
国
間
の
共
有
（
相
互

接
続
）
に
向
け
た
イ
ン
フ
ラ
整
備
な
ど
を
盛

り
込
ん
で
い
る
。
Ｅ
Ｕ
レ
ベ
ル
の
各
種
基
金

（
欧
州
社
会
基
金
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
調
整
基

金
）
や
欧
州
投
資
銀
行
な
ど
は
、
加
盟
各
国

に
お
け
る
施
策
の
実
施
に
対
し
て
融
資
を
行

う
が
、
こ
の
た
め
の
基
準
の
簡
素
化
な
ど
の

見
直
し
を
併
せ
て
実
施
す
る
。

加
盟
国
の
合
意
、
困
難
の
予
想
も

た
だ
し
、
一
連
の
施
策
に
お
け
る
Ｅ
Ｕ
の

役
割
は
相
対
的
に
小
さ
く
な
ら
ざ
る
を
得
な

い
、
と
欧
州
委
員
会
は
留
保
し
て
い
る
。
財

政
政
策
の
実
施
は
加
盟
各
国
が
独
自
に
決
定

す
べ
き
領
域
で
あ
り
、
ま
た
加
盟
国
の
間
で

経
済
・
財
政
状
況
に
大
き
な
開
き
が
あ
る
こ

と
か
ら
も
、
画
一
的
な
政
策
手
法
や
予
算
規

模
の
基
準
を
各
国
に
課
す
こ
と
は
難
し
い
と

い
う
の
が
そ
の
理
由
だ
。
欧
州
委
員
会
が
一

一
月
初
め
に
発
表
し
た
加
盟
各
国
の
来
年
の

経
済
予
測
に
よ
る
と
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
プ

ラ
ス
を
予
測
さ
れ
て
い
る
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
、

ブ
ル
ガ
リ
ア
な
ど
の
東
欧
諸
国
と
、
マ
イ
ナ

ス
が
見
込
ま
れ
て
い
る
ラ
ト
ヴ
ィ
ア
、
イ
ギ

リ
ス
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
な
ど
で
は
最
大
で

七
％
近
く
開
い
て
い
る
。
ま
た
財
政
状
況
に

関
し
て
も
、
大
幅
な
赤
字
が
予
測
さ
れ
る
ア

イ
ル
ラ
ン
ド
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
七
％
）
や
イ
ギ

リ
ス
（
同
五
・
六
％
）
に
対
し
て
、
フ
ィ
ン

ラ
ン
ド
（
三
・
六
％
）
で
は
逆
に
財
政
黒
字

が
予
測
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
た
め
再
生
計
画
は
、
自
国
の
状
況
に

合
わ
せ
た
政
策
手
段
の
選
択
な
ど
、
一
定
の

裁
量
を
加
盟
各
国
に
認
め
て
い
る
。
さ
ら
に
、

各
国
に
は
通
常
、
毎
年
の
財
政
赤
字
の
対
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
を
三
％
以
内
に
抑
制
す
る
こ
と
が
義

務
付
け
ら
れ
て
い
る
（
ユ
ー
ロ
加
盟
国
が
こ

れ
に
違
反
し
た
場
合
は
罰
金
が
科
さ
れ
る
場

合
も
あ
る
）
が
、
一
時
的
に
こ
の
条
件
を
緩

和
し
、
複
数
年
の
中
で
の
達
成
を
認
め
て
い

る
。再

生
計
画
案
は
、
一
二
月
の
欧
州
理
事
会

（
Ｅ
Ｕ
首
脳
会
議
）
に
諮
ら
れ
る
予
定
だ
。

合
意
さ
れ
れ
ば
、
加
盟
国
に
は
政
策
手
段
の

選
択
や
財
政
的
措
置
な
ど
の
実
施
計
画
の
提

出
が
求
め
ら
れ
る
と
み
ら
れ
る
。
し
か
し
現

地
メ
デ
ィ
ア
の
間
に
は
、
欧
州
委
員
会
の
求

め
る
水
準
の
景
気
対
策
の
実
施
に
全
て
の
加

盟
国
が
足
並
み
を
そ
ろ
え
る
と
の
見
方
に
は

懐
疑
的
な
意
見
も
あ
り
、
各
国
政
府
が
合
意

に
至
ら
な
い
可
能
性
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

Ｅ
ｕ
ｒ
ｏ
ｓ
ｔ
ａ
ｔ
（
欧
州
統
計
局
）
が

一
一
月
に
公
表
し
た
Ｅ
Ｕ
二
七
カ
国
の
第
三

四
半
期
（
七
〜
九
月
）
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
、

前
期
の
〇
％
か
ら
〇
・
二
％
の
マ
イ
ナ
ス
に

転
じ
た
（
ユ
ー
ロ
圏
一
五
カ
国
（
注
）
で
は

既
に
二
期
連
続
で
マ
イ
ナ
ス
〇
・
二
％
）。

一
〇
月
の
失
業
率
は
、
七
・
一
％
と
前
月
比

で
〇
・
一
ポ
イ
ン
ト
上
昇
、
失
業
者
数
は
二

九
万
人
増
の
一
七
一
八
万
三
〇
〇
〇
人
と

な
っ
た
。
と
り
わ
け
、
ユ
ー
ロ
圏
一
五
カ
国

の
失
業
率
が
七
・
七
％
と
高
く
、
二
カ
月
連

続
で
〇
・
一
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
て
い
る
。

〔
注
〕

　

ユ
ー
ロ
に
加
盟
し
て
い
る
一
五
カ
国―

―

ベ
ル
ギ
ー
、

ド
イ
ツ
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
ギ
リ
シ
ャ
、
ス
ペ
イ
ン
、

フ
ラ
ン
ス
、
イ
タ
リ
ア
、
キ
プ
ロ
ス
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル

ク
、
マ
ル
タ
、
オ
ラ
ン
ダ
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
、
ポ
ル
ト

ガ
ル
、
ス
ロ
ヴ
ェ
ニ
ア
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

【
参
考
資
料
】

E
uropean C

om
m
ission

、E
urostat

、E
urA

ctive

、

E
uO

bserver

、B
B
C

、F
inancial T

im
es
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国
際
労
働
機
関
（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
）
は
一
一
月
六

日
〜
二
一
日
、
ス
イ
ス
・
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
本
部

で
第
三
〇
三
回
理
事
会
を
開
催
し
、
金
融
危

機
の
雇
用
へ
の
影
響
を
緊
急
審
議
し
た
。
理

事
会
に
は
経
済
協
力
開
発
機
構（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）

の
グ
リ
ア
事
務
総
長
が
特
別
ゲ
ス
ト
と
し
て

演
説
し
た
。
労
働
市
場
対
策
と
社
会
政
策
で

重
要
性
が
増
し
て
い
る
と
強
調
し
、
両
機
関

の
連
携
強
化
を
訴
え
、
理
事
会
出
席
の
政
労

使
代
表
の
共
感
を
得
た
。
理
事
会
は
、雇
用
・

労
働
・
社
会
分
野
の
影
響
や
政
策
対
応
オ
プ

シ
ョ
ン
に
関
す
る「
た
た
き
台（
ル
ー
ム
ペ
ー

パ
ー
）」
に
基
づ
き
活
発
な
議
論
を
展
開
し
、

経
済
危
機
へ
の
対
応
策
の
中
核
に
、
政
労
使

の
社
会
対
話
に
基
づ
い
た
デ
ィ
ー
セ
ン
ト

ワ
ー
ク
の
推
進
を
位
置
づ
け
る
方
向
で
合
意

し
た
。

Ｉ
Ｌ
Ｏ
事
務
局
長
、
一
〇
項
目
の

対
応
策
を
提
示

今
理
事
会
で
三
選
が
決
議
さ
れ
た
ソ
マ
ビ

ア
Ｉ
Ｌ
Ｏ
事
務
局
長
は
冒
頭
で
、
金
融
危
機

に
よ
る
深
刻
な
社
会
・
経
済
的
影
響
を
踏
ま

え
、
食
糧
費
・
燃
料
費
の
高
騰
に
よ
る
貧
困

の
拡
大
に
よ
り
、
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
経
済
で

働
く
労
働
者
が
増
え
、
住
宅
、
年
金
、
失
業

給
付
や
医
療
へ
の
ア
ク
セ
ス
に
い
て
将
来
不

安
を
抱
く
世
帯
が
増
加
す
る
こ
と
に
懸
念
を

表
明
し
た
。
そ
の
う
え
で
、「
内
外
の
ガ
バ
ナ

ン
ス
に
対
す
る
人
々
の
信
頼
回
復
が
急
務

だ
」
と
し
、
一
一
月
一
四
、
一
五
の
両
日
ワ

シ
ン
ト
ン
で
開
催
さ
れ
た
Ｇ
20
首
脳
会
議

（
緊
急
金
融
サ
ミ
ッ
ト
）
の
声
明
を
歓
迎
す

る
と
と
も
に
、「
金
融
、
貿
易
、
社
会
、
労
働
、

企
業
、
環
境
政
策
の
整
合
性
が
不
可
欠
だ
」

と
主
張
し
た
。
ま
た
、
金
融
危
機
の
克
服
に

お
け
る
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
ワ
ー
ク
の
役
割
を
強

調
し
た
う
え
で
、「
実
体
経
済
を
刺
激
す
る
政

策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
が
あ
ら
ゆ
る
人
々
に
届
く
よ

う
に
す
る
の
が
優
先
課
題
だ
」
と
訴
え
、
対

処
策
を
審
議
す
る
た
め
の「
た
た
き
台（
ル
ー

ム
ペ
ー
パ
ー
）」
を
提
示
し
た
。

ル
ー
ム
ペ
ー
パ
ー
は
、
①
各
地
域
の
危
機

の
影
響
に
関
す
る
概
観
（
暫
定
報
告
）
②
各

国
政
府
の
対
応
策
の
事
例
③
危
機
後
の
Ｉ
Ｌ

Ｏ
の
対
応（
１
）
④
各
国
政
府
が
検
討
す
べ
き

政
策
対
応
オ
プ
シ
ョ
ン
の
ア
ウ
ト
ラ
イ
ン
⑤

グ
ロ
ー
バ
ル
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
へ
の
課
題
⑥

今
後
の
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
対
応―

―

に
よ
り
構
成
さ

れ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
政
策
対
応
オ
プ
シ
ョ

ン
（
以
下
、
対
応
策
と
略
す
）
は
一
〇
項
目

で
、
対
象
分
野
は
多
岐
に
及
ん
で
い
る
。
ま

た
、
今
年
六
月
に
開
催
さ
れ
た
第
九
七
回
Ｉ

Ｌ
Ｏ
総
会
が
採
択
し
た
「
公
正
な
グ
ロ
ー
バ

ル
化
の
た
め
の
社
会
正
義
に
関
す
る
宣
言
」

（
２
）
を
対
応
策
の
土
台
に
据
え
、
他
の
多
国

間
機
関
と
の
連
携
や
社
会
対
話
を
推
進
す
る
。

掲
げ
ら
れ
た
一
〇
項
目
の
概
略
は
以
下
の
と

お
り
。

１
．
想
定
さ
れ
る
雇
用
・
社
会
状
況
及
び
現

在
講
じ
ら
れ
て
い
る
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の

影
響
に
関
す
る
評
価
、
な
ら
び
に
雇
用
や

社
会
的
保
護
拡
大
に
向
け
た
マ
ク
ロ
政
策

の
調
整

２
．
積
極
的
・
消
極
的
労
働
市
場
政
策
の
実

施
（
失
業
保
険
給
付
の
適
用
範
囲
拡
大
や

適
切
な
解
雇
手
当
の
確
保
、
障
害
者
に
焦

点
を
当
て
た
措
置
）

３
．
中
小
企
業
を
中
心
と
し
た
企
業
支
援
提

供
（
新
た
な
資
金
ラ
イ
ン
の
提
供
、
減
税
、

訓
練
・
雇
用
助
成
金
、
公
的
イ
ン
フ
ラ
投

資
、
失
業
者
に
対
す
る
起
業
支
援
、
Ｃ
Ｓ

Ｒ
推
進
企
業
の
再
編
成
に
向
け
た
社
会
対

話
の
強
化
）

４
．
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
雇
用
従
事
者
、
農
業

従
事
者
、
女
性
、
若
年
、
高
齢
者
な
ど
脆

弱
層
に
焦
点
を
絞
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
導

入
（
社
会
保
障
給
付
・
社
会
扶
助
給
付
へ

の
ア
ク
セ
ス
の
維
持
・
拡
大
、
社
会
保
障

制
度
の
適
用
対
象
外
の
失
業
者
へ
の
所
得

支
援
、
危
機
が
も
た
ら
す
貧
困
の
増
大
を

抑
制
す
る
公
的
社
会
移
転
の
緊
急
パ
ッ

ケ
ー
ジ
等
）

５
．
団
体
交
渉
権
の
効
果
的
承
認
を
は
じ
め
、

関
連
す
る
国
際
労
働
基
準
の
総
動
員

６
．
児
童
労
働
の
活
用
防
止

７
．
社
会
パ
ー
ト
ナ
ー
の
能
力
向
上
に
向
け

た
訓
練
の
提
供

８
．
各
国
、
地
域
、
グ
ロ
ー
バ
ル
レ
ベ
ル
で

の
産
業
別
社
会
対
話
の
強
化
、
な
ら
び
に

最
も
打
撃
の
大
き
い
産
業
に
関
す
る
状
況

監
視
・
対
応

９
．
移
民
労
働
者
と
そ
の
家
族
の
保
護

10
．
社
会
保
障
基
金
の
財
務
状
況
へ
の
対
応
、

な
ら
び
に
連
帯
に
基
づ
く
社
会
保
障
制
度

の
実
施

政
策
の
整
合
性
確
保
に
向
け
多
国

間
機
関
へ
関
与

次
に
グ
ロ
ー
バ
ル
ガ
バ
ナ
ン
ス
へ
の
課
題

と
し
て
ル
ー
ム
ペ
ー
パ
ー
は
、
貿
易
の
自
由

化
、
Ｏ
Ｄ
Ａ
、
環
境
保
護
、
デ
ィ
ー
セ
ン
ト

ワ
ー
ク
な
ど
相
関
性
の
強
い
政
策
課
題
の
整

合
性
確
保
や
調
整
に
向
け
た
国
際
制
度
改
革

の
必
要
性
を
掲
げ
て
い
る
。
こ
の
実
現
の
た

め
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
、
堅
実
か
つ
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ

た
国
際
政
策
枠
組
み
の
構
築
に
向
け
、
国
連

シ
ス
テ
ム
の
み
な
ら
ず
ブ
レ
ト
ン
ウ
ッ
ズ
機

関
、
世
界
貿
易
機
関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）、
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
な
ど
の
多
国
間
機
関
へ
の
関
与
を
深
め
、

仕
事
の
世
界
と
実
体
経
済
の
分
野
で
の
役
割

を
強
化
す
る
。
ソ
マ
ビ
ア
Ｉ
Ｌ
Ｏ
事
務
局
長

は
、「
危
機
が
労
働
・
社
会
分
野
に
及
ぼ
す
影

響
に
対
処
す
る
た
め
に
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
活
動
を
拡

大
し
、
そ
の
過
程
で
政
労
使
パ
ー
ト
ナ
ー
を

支
援
す
る
と
と
も
に
、
Ｇ
20
や
国
際
金
融
機

関
を
含
め
て
、
多
国
間
機
関
と
連
携
す
る
」

と
強
い
意
欲
を
示
し
た
。

〇
九
年
上
半
期
ま
で
の
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
対
応
策

と
し
て
は
、①
世
界
全
地
域
に
お
け
る
雇
用
・

労
働
・
社
会
分
野
へ
の
影
響
に
関
す
る
継
続

的
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
②
Ｉ
Ｌ
Ｏ
専
門
家
の
迅
速

な
分
析
・
助
言
（
社
会
保
障
や
失
業
保
険
、

あ
る
い
は
雇
用
保
護
制
度
の
拡
大
や
年
金
、

イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
セ
ク
タ
ー
へ
の
基
礎
的
支

金
融
危
機
で

　

Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
連
携
強
化

―

Ｉ
Ｌ
Ｏ
理
事
会
で
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
事
務
総
長
が
演
説
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援
制
度
等
に
関
す
る
緊
急
措
置
の
財
政
コ
ス

ト
・
設
計
、
各
政
府
の
景
気
対
策
パ
ッ
ケ
ー

ジ
の
雇
用
へ
の
影
響
、
代
替
的
な
雇
用
支
援

措
置
の
評
価
、
不
安
定
な
財
政
状
況
下
で
の

社
会
保
障
基
金
の
運
営
、
若
年
雇
用
活
性
化

緊
急
措
置
、
中
小
企
業
の
雇
用
活
性
化
措
置
、

緊
急
訓
練
・
再
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
コ
ス
ト
・

設
計
、
打
撃
が
深
刻
な
国
へ
の
技
術
支
援
、

各
国
政
府
が
講
じ
る
措
置
の
全
体
的
な
整
合

性
な
ど
の
分
野
）
③
支
援
策
に
関
す
る
各
国

政
労
使
対
話
の
支
援
④
経
験
、
手
法
、
実
例

の
共
有
お
よ
び
政
労
使
へ
の
支
援
⑤
デ
ィ
ー

セ
ン
ト
ワ
ー
ク
国
別
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
通
じ
た

危
機
対
応
策
の
提
示
⑥
各
種
会
議
、
セ
ミ

ナ
ー
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
危
機
の
影
響
に

関
す
る
レ
ビ
ュ
ー
を
盛
り
込
む
調
整―

―

な

ど
を
掲
げ
た
。

新
た
な
協
力
関
係
を
構
築

今
理
事
会
で
特
別
ゲ
ス
ト
と
し
て
演
説
に

立
っ
た
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
グ
リ
ア
事
務
総
長
は
ま
ず
、

一
一
月
に
ワ
シ
ン
ト
ン
で
開
催
さ
れ
た
Ｇ
20

緊
急
金
融
サ
ミ
ッ
ト
の
成
果
を
、「
世
界
経
済

の
再
構
築
に
向
け
た
国
際
協
調
へ
の
土
台
を

提
供
す
る
も
の
」
と
し
て
評
価
し
た
。
そ
の

う
え
で
、
ル
ー
ム
ペ
ー
パ
ー
が
提
示
し
た
政

策
措
置
へ
の
支
持
を
表
明
す
る
と
と
も
に
、

Ｇ
20
サ
ミ
ッ
ト
で
の
国
際
合
意
を
受
け
、
Ｉ

Ｌ
Ｏ
と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
連
携
強
化
の
必
要
性
を

訴
え
た
。
同
氏
は
ま
た
、
金
融
危
機
に
よ
り

労
働
市
場
と
社
会
政
策
分
野
に
お
け
る
両
機

関
の
活
動
の
重
要
性
が
増
し
て
い
る
と
の
認

識
に
立
ち
、「
多
国
間
機
関
が
業
務
や
協
力
提

供
形
態
の
調
整
だ
け
で
な
く
、
政
策
提
携
を

築
く
必
要
性
が
あ
る
」
と
し
て
、
連
携
内
容

の
深
化
に
意
欲
を
示
し
た
。

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
労
働
組
合
諮
問
会
議
（
Ｔ
Ｕ
Ａ

Ｃ
）
の
ジ
ョ
ン
・
エ
ヴ
ァ
ン
ス
事
務
局
長
も
、

Ｉ
Ｌ
Ｏ
や
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
各
種
報
告
書
で
明
ら

か
に
な
っ
て
い
る
格
差
の
拡
大
に
言
及
し
、

賃
金
や
社
会
給
付
水
準
の
低
下
や
労
働
者
の

権
利
侵
害
を
防
ぐ
必
要
性
を
再
確
認
し
た
う

え
で
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
と
の
新
た
な
協

力
関
係
構
築
を
支
持
。
具
体
的
に
は
、
一
九

六
一
年
に
交
わ
さ
れ
た
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
・
Ｉ
Ｌ
Ｏ

覚
書
（
Ｍ
ｏ
Ｕ
）
に
つ
い
て
、
①
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

開
発
援
助
委
員
会
（
Ｄ
Ａ
Ｃ
）
の
勧
告
を
通

じ
た
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
ワ
ー
ク
の
推
進
②
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
現
加
盟
国
及
び
新
規
加
盟
検
討
国
に
お

け
る
団
結
権
の
尊
重
③
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
多
国
籍
企

業
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
は
じ
め
と
す
る
各
種

ツ
ー
ル
の
効
果
的
な
適
用―

―

な
ど
の
見
直

し
を
提
案
し
た
。

ソ
マ
ビ
ア
Ｉ
Ｌ
Ｏ
事
務
局
長
は
「
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
の
経
済
産
業
諮
問
委
員
会
（
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
）

と
Ｔ
Ｕ
Ａ
Ｃ
と
の
協
力
関
係
は
、
数
あ
る
国

際
機
関
の
な
か
で
Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
と
が

基
本
的
に
最
も
近
い
関
係
に
あ
る
こ
と
を
象

徴
し
て
い
る
」
な
ど
と
述
べ
、
両
機
関
の
連

携
に
積
極
的
な
姿
勢
を
明
ら
か
に
し
た
。

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
事
務
総
長
、
二
本
立
て

の
危
機
対
応
策

さ
ら
に
グ
リ
ア
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
事
務
総
長
は
、

「
こ
の
分
野
で
の
成
功
や
失
敗
は
、
世
界
中

の
人
々
の
生
活
に
影
響
を
及
ぼ
す
だ
け
で
な

く
、
世
界
の
人
々
が
求
め
る
危
機
後
の
世
界

金
融
・
経
済
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
ー
を
決
定
づ

け
る
も
の
だ
」
と
訴
え
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
分
析

や
対
応
策
に
も
言
及
し
た
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
経
済

予
測（
３
）
に
よ
れ
ば
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
の
平

均
失
業
率
は
〇
七
年
の
五
・
六
％
か
ら
二
〇

一
〇
年
に
は
七
・
二
％
に
上
昇
し
、
失
業
者

数
が
約
八
〇
〇
万
人
増
加
す
る
見
通
し
だ
。

こ
れ
を
踏
ま
え
グ
リ
ア
事
務
総
長
は
、「
今
回

の
危
機
は
、
若
年
者
や
高
齢
者
な
ど
す
で
に

求
職
や
就
業
の
継
続
が
困
難
な
脆
弱
な
グ

ル
ー
プ
に
最
も
深
刻
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い

る
。
我
々
は
、
経
済
的
に
も
、
社
会
的
に
も
、

そ
し
て
環
境
面
で
も
持
続
可
能
な
成
長
に
向

け
て
、
グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
を
軌
道
修
正
し
て

い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
訴
え
た
。

ま
た
、
と
り
わ
け
失
業
率
の
上
昇
に
伴
っ

て
貧
困
や
格
差
が
拡
大
す
る
お
そ
れ
や
、税
・

各
種
拠
出
金
の
減
少
が
社
会
保
障
制
度
を
逼

迫
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
に
懸
念
を
示
し
、

「
最
も
脆
弱
な
層
の
一
層
の
転
落
を
防
ぐ
た

め
に
、
時
限
的
政
策
介
入
と
長
期
的
な
労
働

市
場
展
望
の
改
善
を
両
軸
で
進
め
て
い
か
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
解
説
し
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

が
二
本
立
て
の
危
機
対
応
策
を
検
討
中
で
あ

る
と
報
告
し
た
。
一
つ
は
、
税
制
の
透
明
性

や
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
含
む
金
融

部
門
の
規
制
や
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
へ
の
取
り

組
み
だ
。
も
う
一
つ
は
持
続
可
能
な
成
長
に

む
け
た
基
礎
条
件
の
改
善
で
、
環
境
対
策
や

景
気
刺
激
策
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
や
人
的
資

源
投
資
な
ど
が
対
象
と
な
る
。

後
者
に
つ
い
て
グ
リ
ア
事
務
総
長
は
、
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
最
近
公
表
し
た
格
差
報
告
書（
４
）

に
言
及
し
、「
大
半
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
に
は

ソ
ー
シ
ャ
ル
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
が
存
在
す

る
が
、
危
機
に
よ
る
格
差
拡
大
傾
向
の
深
刻

化
に
鑑
み
る
と
、十
分
な
も
の
か
が
論
点
だ
」

と
の
懸
念
を
示
し
た
。
さ
ら
に
、
各
国
政
府

が
講
じ
る
各
種
措
置
の
方
向
性
に
つ
い
て
、

「
緊
急
措
置
と
し
て
ア
ド
ホ
ッ
ク
に
講
じ
る

も
の
は
、
焦
点
を
絞
っ
た
時
限
的
な
も
の
で

あ
る
と
同
時
に
、
長
期
的
な
構
造
改
革
と
一

貫
性
の
あ
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」

と
主
張
。
引
き
続
き
人
口
高
齢
化
や
良
質
な

医
療
・
教
育
・
社
会
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
と
い
っ

た
課
題
へ
の
取
り
組
み
を
求
め
、『
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

雇
用
戦
略
の
再
評
価
』（
５
）
が
示
し
た
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
の
有
効
性
を
再
確
認
す
る
と
と
も

に
、
〇
九
年
の
雇
用
ア
ウ
ト
ル
ッ
ク
で
追
加

的
な
分
析
を
盛
り
込
む
方
向
を
明
ら
か
に
し

た
。

政
労
使
代
表
、
共
同
で
特
別
声
明

を
公
表

他
方
、
理
事
会
議
長
及
び
労
働
側
・
使
用

者
側
副
議
長
は
共
同
で
、「
金
融
・
経
済
危
機

に
関
す
る
特
別
声
明
」
を
公
表
し
、「
グ
ロ
ー

バ
ル
経
済
の
低
迷
を
最
低
限
に
抑
え
、
想
定

さ
れ
る
マ
イ
ナ
ス
の
社
会
的
影
響
に
対
処
し
、

迅
速
な
回
復
を
実
現
す
る
包
括
的
か
つ
調
整

さ
れ
た
措
置
を
構
築
す
る
必
要
が
あ
る
」
と

の
認
識
で
一
致
し
た
。
声
明
で
は
、
様
々
な

対
応
策
が
掲
げ
ら
れ
た
。
一
つ
は
、
消
費
、

貿
易
、
投
資
を
促
す
資
金
の
流
れ
を
確
保
す

る
こ
と
。
二
つ
目
は
、
社
会
的
保
護
や
失
業

給
付
の
拡
大
や
、
訓
練
・
再
訓
練
お
よ
び
求

職
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
化
を
含
め
、
最
も

脆
弱
な
人
々
へ
の
保
護
を
拡
充
す
る
こ
と
。

三
つ
目
は
、
雇
用
を
最
大
化
し
デ
ィ
ー
セ
ン

ト
ワ
ー
ク
を
推
進
す
る
た
め
に
、
生
産
的
で

持
続
可
能
な
企
業
や
強
い
社
会
経
済
、
効
率

的
な
公
的
セ
ク
タ
ー
を
支
援
す
る
。
四
つ
目

は
、
現
在
の
危
機
に
よ
っ
て
社
会
の
発
展
が

阻
害
さ
れ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。
五
つ
は
、

各
国
が
危
機
に
対
処
す
る
た
め
の
措
置
を
実

施
す
る
支
援
を
す
る
た
め
に
、
政
労
使
三
者

代
表
の
み
な
ら
ず
、
多
国
間
機
関
と
Ｉ
Ｌ
Ｏ

と
の
強
い
連
携
を
構
築
す
る
。
六
つ
目
は
、

低
所
得
国
の
危
機
に
よ
る
影
響
を
和
ら
げ
る

支
援
を
す
る
た
め
、
最
低
限
現
行
レ
ベ
ル
の

開
発
支
援
を
維
持
す
る
か
、
追
加
資
金
ラ
イ

ン
を
提
供
す
る
。
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こ
の
ほ
か
審
議
で
は
、
労
使
代
表
そ
れ
ぞ

れ
の
立
場
か
ら
多
彩
な
コ
メ
ン
ト
も
寄
せ
ら

れ
た
。
使
用
者
代
表
グ
ル
ー
プ
か
ら
は
ダ
ニ

エ
ル
・
フ
ネ
ス
・
デ
・
リ
オ
ハ
使
用
者
側
副

議
長
が
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
に
対
し
、「
雇
用
を
維
持
し
、

広
範
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
活
用
に
よ
り
労
働

者
や
企
業
を
支
援
し
、
各
加
盟
国
が
危
機
を

早
急
に
克
服
す
る
生
産
的
な
ニ
ッ
チ
を
見
出

す
よ
う
な
国
際
制
度
の
『
赤
十
字
』
と
し
て

の
機
能
を
期
待
す
る
」
と
要
請
し
た
。
ま
た
、

今
回
の
危
機
が
民
間
企
業
や
キ
ャ
ピ
タ
リ
ズ

ム
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
終
焉
を
意
味
す
る
も

の
で
な
い
こ
と
を
再
確
認
す
る
と
と
も
に
、

中
小
企
業
や
労
働
者
に
と
っ
て
自
由
貿
易
や

経
済
の
安
定
性
が
不
可
欠
で
あ
る
と
し
、
各

国
に
よ
る
過
度
な
再
規
制
を
回
避
す
る
必
要

を
訴
え
た
。

一
方
、
ロ
イ
・
ト
ロ
ッ
ト
マ
ン
労
働
者
側

副
議
長
は
、
労
働
者
グ
ル
ー
プ
を
代
表
し
、

現
在
の
経
済
危
機
は
ネ
オ
リ
ベ
ラ
リ
ズ
ム
と

い
わ
ゆ
る
ワ
シ
ン
ト
ン
コ
ン
セ
ン
サ
ス
に
起

因
す
る
も
の
と
指
摘
し
た
う
え
で
、
景
気
対

策
の
柱
と
し
て
、
低
・
中
所
得
世
帯
に
向
け

た
刺
激
策
や
、
イ
ン
フ
ラ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

よ
る
雇
用
創
出
、
ワ
ー
キ
ン
グ
・
プ
ア
へ
の

社
会
的
保
護
拡
大
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
及
び
国
連
環
境

計
画
（
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
）
に
よ
る
「
グ
リ
ー
ン
・

ニ
ュ
ー
・
デ
ィ
ー
ル
」
政
策
へ
の
支
援
な
ど

を
掲
げ
た
。
ま
た
、
賃
金
上
昇
率
が
多
く
の

諸
国
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
を
下
回
っ
て
い
る
現

状
を
踏
ま
え
、「
危
機
か
ら
の
回
復
に
は
総
需

要
を
左
右
す
る
賃
金
水
準
の
見
直
し―

―

最

低
水
準
を
設
定
し
、
賃
金
主
導
に
よ
る
回
復

を
促
す
こ
と―

―

が
必
要
だ
」
と
の
見
解
を

示
し
た
。
具
体
的
に
は
、
産
業
別
、
グ
ロ
ー

バ
ル
レ
ベ
ル
で
調
整
さ
れ
た
強
い
団
体
交
渉

制
度
の
再
構
築
や
最
低
賃
金
制
度
の
見
直
し

に
向
け
た
努
力
を
喚
起
し
た
ほ
か
、
生
活
賃

金
保
障
の
必
要
性
に
も
言
及
し
、
ル
ー
ム

ペ
ー
パ
ー
が
示
し
た
対
応
策
の
う
ち
賃
金
に

関
す
る
措
置
を
再
検
討
し
、
拡
充
す
る
よ
う

提
案
し
た
。

Ｇ
20
の
プ
ロ
セ
ス
へ
使
用
者
側
等

の
関
与
を

審
議
の
締
め
く
く
り
に
当
た
っ
て
ソ
マ
ビ

ア
Ｉ
Ｌ
Ｏ
事
務
局
長
は
、
政
労
使
三
者
の
立

場
や
主
張
の
相
違
を
踏
ま
え
つ
つ
、「
グ
ロ
ー

バ
ル
化
は
支
持
す
る
も
の
の
、
現
在
の
グ

ロ
ー
バ
ル
化
で
は
な
く
、
公
平
か
つ
公
正
で
、

あ
ら
ゆ
る
人
々
が
恩
恵
を
得
る
こ
と
が
で
き

る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
不
可
欠
だ
」
と
再
確
認

し
、「
現
在
の
Ｇ
20
の
プ
ロ
セ
ス
は
金
融
市
場

の
課
題
に
限
ら
れ
て
い
る
が
、
今
理
事
会
の

審
議
は
、
金
融
対
応
を
こ
え
た
対
応
が
求
め

ら
れ
る
こ
と
を
象
徴
す
る
も
の
だ
」
と
総
括

し
た
。
そ
の
う
え
で
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
政
労
使
代
表

に
対
し
、
今
回
の
審
議
で
明
ら
か
に
な
っ
た

課
題
を
Ｇ
20
の
プ
ロ
セ
ス
に
反
映
す
る
取
り

組
み
を
求
め
、「
労
働
側
は
先
に
開
催
さ
れ
た

Ｇ
20
金
融
サ
ミ
ッ
ト
で
、国
際
通
貨
基
金（
Ｉ

Ｍ
Ｆ
）
や
世
界
銀
行
首
脳
と
の
会
合
を
実
現

す
る
な
ど
の
取
り
組
み
を
は
じ
め
て
い
る

（
６
）。
各
国
労
働
・
社
会
相
や
使
用
者
側
も

こ
れ
に
類
似
す
る
も
の
を
検
討
す
る
可
能
性

が
あ
る
」
と
提
言
し
た
。
な
お
、
今
回
の
審

議
に
先
立
っ
て
ソ
マ
ビ
ア
事
務
局
長
は
、「
加

盟
国
政
労
使
が
危
機
を
切
り
抜
け
、
回
復
に

向
け
て
準
備
を
整
え
、
Ｇ
20
プ
ロ
セ
ス
を
関

与
す
る
支
援
を
行
う
」
と
の
声
明
を
公
表
し

て
い
る
。

〔
注
〕

１
．
金
融
危
機
の
影
響
を
踏
ま
え
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
、
〇
九
年
の

失
業
予
測
や
格
差
報
告
（
い
ず
れ
も
詳
細
は
本
誌
二
〇

〇
八
年
一
二
月
号
「
海
外
労
働
事
情
」
を
参
照
）、
賃

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
、
今
後
二
年
で

失
業
者
が
八
〇
〇
万
人
増

―

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
経
済
予
測

金
分
析
（
本
誌
次
号
で
紹
介
予
定
）
を
公
表
し
て
い
る
。

２
．
詳
細
は
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
海
外
労
働
情

報
」
（h

ttp
:/

/
w

w
w

.jil.g
o
.jp

/
fo

re
ig

n
/

jihou/2008_7/ilo_01.htm

）
を
参
照
。

３
．
詳
細
は
、
本
特
集
の
「
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
」
を
参
照
。

４
．
詳
細
は
、
本
誌
二
〇
〇
八
年
一
二
月
号
「
海
外
労
働

事
情
」
を
参
照
。

５
．O

E
C
D
 (2006) Boosting Jobs and Incom

es: 
Policy Lessons from

 Reassessing the O
EC

D
 Jobs 

Strategy.　

明
石
書
店
（
二
〇
〇
七
）『
世
界
の
労
働
市

場
改
革　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
新
雇
用
戦
略
：
雇
用
の
拡
大
と
質

の
向
上
、
所
得
の
増
大
を
目
指
し
て
』（
二
〇
〇
六
年
版

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
雇
用
ア
ウ
ト
ル
ッ
ク
お
よ
び
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
新
雇

用
戦
略
の
邦
訳
版
）。

６
．
各
国
労
働
組
合
幹
部
は
Ｇ
20
金
融
サ
ミ
ッ
ト
に
先
立

ち
、
グ
ロ
ー
バ
ル
ユ
ニ
オ
ン
「
ワ
シ
ン
ト
ン
宣
言
」
と

し
て
、
同
サ
ミ
ッ
ト
に
向
け
た
労
働
組
合
声
明
を
公
表

し
て
い
る
（
声
明
邦
訳
は
、http://w

w
w
.jtuc-rengo.

or.jp/new
s/rengonew

s/data/20081112g20.pdf

）。

【
参
考
資
料
】

IL
O

（2008

）G
B.303/17, 303rd Session, G

eneva, 
N
ovem

ber 2008

（
理
事
会
議
事
録
）。

IL
O
 press releases.

O
E
C
D
 press releases.

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
・
Ｔ
Ｕ
Ａ
Ｃ
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
。

経
済
協
力
開
発
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
は
一

一
月
二
五
日
、
〇
八
年
版
経
済
ア
ウ
ト
ル
ッ

ク
を
公
表
し
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
の
失
業
者
数

が
二
〇
一
〇
年
ま
で
に
八
〇
〇
万
人
増
加
し
、

四
二
〇
〇
万
人
に
達
す
る
と
の
予
測
を
示
し

た
。
こ
の
間
平
均
失
業
率
も
七
・
二
％
に
達

す
る
見
通
し
だ
（
表
１
）。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国

平
均
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
に
つ
い
て
は
、

〇
九
年
に
は
マ
イ
ナ
ス
〇
・
四
％
に
落
ち
込

む
と
い
う
厳
し
い
予
測
を
示
し
た
が
、
二
〇

一
〇
年
に
は
持
ち
直
し
、
一
・
五
％
に
回
復

す
る
と
み
て
い
る
（
表
１
）。
記
者
会
見
に

臨
ん
だ
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
主
席
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
の
ク

ラ
ウ
ス
・
シ
ュ
ミ
ッ
ト
・
ヘ
ベ
ル
氏
は
、「
予

測
に
は
不
確
定
要
素
が
多
く
、
金
融
危
機
か

ら
の
回
復
に
状
況
は
左
右
さ
れ
る
」
と
指
摘

し
て
い
る
。

英
米
独
仏
の
失
業
率
予
測
、
軒
並

み
上
昇

ア
メ
リ
カ
の
失
業
率
は
、
と
く
に
製
造
業

に
お
け
る
雇
用
減
少
を
反
映
し
て
、
〇
八
年

か
ら
上
昇
に
転
じ
、
〇
九
年
に
七
・
三
％
、

そ
の
後
二
〇
一
〇
年
に
は
七
・
五
％
に
達
す

る
予
測
だ
。
他
方
、
こ
れ
ま
で
順
調
な
回
復

基
調
に
あ
っ
た
ユ
ー
ロ
圏
の
雇
用
情
勢
も
悪

化
す
る
見
通
し
で
、
〇
九
年
に
八
・
六
％
、

二
〇
一
〇
年
に
九
・
〇
％
に
跳
ね
上
が
る
。

こ
の
う
ち
と
り
わ
け
失
業
率
の
著
し
い
上
昇

が
見
込
ま
れ
る
の
は
イ
ギ
リ
ス
で
、
〇
八
年

の
五
・
五
％
か
ら
、
〇
九
年
に
六
・
八
％
、

そ
の
後
二
〇
一
〇
年
に
八
・
二
％
に
達
す
る
。

も
っ
と
も
、
分
析
で
は
、
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
人

労
働
者
流
入
の
減
少
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
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ら
、
雇
用
情
勢
の
悪
化
は
あ
る
程
度
軽
減
さ

れ
る
可
能
性
が
あ
る
と
し
て
い
る
。
ド
イ
ツ

は
、
〇
八
年
に
七
・
四
％
と
一
六
年
ぶ
り
の

低
水
準
を
記
録
し
た
が
、
有
期
・
労
働
者
の

雇
い
止
め
の
増
加
を
主
要
因
と
し
て
、
〇
九

年
に
は
八
・
一
％
と
再
び
上
昇
に
転
じ
、
二

〇
一
〇
年
に
は
八
・
六
％
に
達
す
る
見
通
し

だ
。
フ
ラ
ン
ス
の
失
業
率
予
測
も
同
様
に
上

昇
を
示
し
て
お
り
、二
〇
一
〇
年
ま
で
に
八
・

七
％
に
上
昇
す
る
。
こ
れ
ま
で
も
、
失
業
者

の
増
加
が
若
年
層
や
派
遣
労
働
者
に
集
中
す

る
傾
向
が
あ
っ
た
が
、
そ
の
傾
向
が
当
面
高

ま
る
と
分
析
し
て
い
る
。
な
お
、
日
本
の
失

業
率
も
上
昇
す
る
予
測
だ
が
、
四
・
五
％
前

後
に
と
ど
ま
る
見
通
し
だ
。

【
資
料
出
所
】

O
E
C
D

（2008

）Econom
ic O

utlook.

（
国
際
研
究
部
：
北
澤
謙
、
樋
口
英
夫
、
戎

居
皆
和
、
町
田
敦
子
、
松
尾
義
弘
、
天
瀬
光

二
）

表１　OECD諸国の実質GDP成長率、失業率
実質GDP成長率 （予測値） 失業率 （予測値）
2005
年 2006 2007 2008 2009 2010 2005

年 2006 2007 2008 2009 2010
% %

オーストラリア 3.2 2.5 4.4 2.5 1.7 2.7 5.0 4.8 4.4 4.3 5.3 6.0
オーストリア 3.3 3.3 3.0 1.9 -0.1 1.2 6.0 5.6 5.1 4.9 5.7 6.0
ベルギー 2.2 3.0 2.6 1.5 -0.1 1.3 8.5 8.3 7.4 6.8 7.4 7.8
カナダ 2.9 3.1 2.7 0.5 -0.5 2.1 6.8 6.3 6.0 6.1 7.0 7.5
チェコ 6.3 6.8 6.6 4.4 2.5 4.4 7.9 7.2 5.3 4.5 5.2 5.5
デンマーク 2.5 3.9 1.7 0.2 -0.5 0.9 4.8 3.9 3.7 3.1 4.0 4.5
フィンランド 2.9 4.8 4.4 2.1 0.6 1.8 8.4 7.7 6.9 6.2 6.5 6.8
フランス 1.9 2.4 2.1 0.9 -0.4 1.5 8.8 8.8 8.0 7.3 8.2 8.7
ドイツ 0.9 3.2 2.6 1.4 -0.8 1.2 10.5 9.8 8.3 7.4 8.1 8.6
ギリシャ 3.8 4.2 4.0 3.2 1.9 2.5 9.3 8.7 8.1 7.6 8.0 8.2
ハンガリー 4.0 4.1 1.1 1.4 -0.5 1.0 7.3 7.5 7.4 7.9 8.9 9.2
アイスランド 7.5 4.4 4.9 1.5 -9.3 -0.7 2.6 2.9 2.3 2.8 7.4 8.6
アイルランド 6.4 5.7 6.0 -1.8 -1.7 2.6 4.3 4.4 4.6 5.9 7.7 7.8
イタリア 0.7 1.9 1.4 -0.4 -1.0 0.8 7.8 6.8 6.2 6.9 7.8 8.0
日本 1.9 2.4 2.1 0.5 -0.1 0.6 4.4 4.1 3.9 4.1 4.4 4.4
韓国 4.2 5.1 5.0 4.2 2.7 4.2 3.7 3.5 3.2 3.2 3.6 3.6
ルクセンブルク 5.2 6.5 5.2 2.4 -0.5 1.9 4.7 4.4 4.4 4.5 6.5 7.0
メキシコ 3.1 4.9 3.2 1.9 0.4 1.8 3.5 3.2 3.4 4.1 4.6 4.4
オランダ 2.0 3.4 3.5 2.2 -0.2 0.8 4.9 4.1 3.3 3.1 3.7 4.1
ニュージーランド 2.7 2.5 3.0 -0.5 -0.4 1.9 3.7 3.8 3.6 4.0 5.4 6.0
ノルウェー 2.7 2.5 3.7 2.7 1.3 1.6 4.6 3.4 2.5 2.6 3.0 3.3
ポーランド 3.6 6.2 6.7 5.4 3.0 3.5 17.7 13.8 9.6 7.2 7.1 7.6
ポルトガル 0.9 1.4 1.9 0.5 -0.2 0.6 7.7 7.7 8.0 7.6 8.5 8.8
スロバキア 6.6 8.5 10.4 7.3 4.0 5.6 16.1 13.3 11.0 9.7 9.4 9.0
スペイン 3.6 3.9 3.7 1.3 -0.9 0.8 9.2 8.5 8.3 10.9 14.2 14.8
スウェーデン 3.3 4.4 2.9 0.8 0.0 2.2 7.7 7.1 6.1 6.1 7.0 7.7
スイス 2.5 3.4 3.3 1.9 -0.2 1.6 4.4 4.0 3.6 3.5 3.9 4.2
トルコ 8.4 6.9 4.6 3.3 1.6 4.2 10.0 9.7 9.6 9.7 10.5 10.6
イギリス 2.1 2.8 3.0 0.8 -1.1 0.9 4.8 5.4 5.4 5.5 6.8 8.2
アメリカ 2.9 2.8 2.0 1.4 -0.9 1.6 5.1 4.6 4.6 5.7 7.3 7.5
ユーロ圏 1.8 3.0 2.6 1.0 -0.6 1.2 8.8 8.2 7.4 7.4 8.6 9.0
OECD平均 2.7 3.1 2.6 1.4 -0.4 1.5 6.6 6.0 5.6 5.9 6.9 7.2
資料出所 : OECD Economic Outlook 84 database。

　

国
際
労
働
機
関
（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
）
が
一
一
月
二

五
日
に
発
表
し
た
『
世
界
賃
金
報
告
二
〇
〇

八
／
〇
九
年
版
』
は
、
世
界
的
な
経
済
危
機

に
よ
っ
て
二
〇
〇
九
年
、
世
界
全
体
で
数
百

万
人
の
労
働
者
の
賃
金
が
低
下
す
る
可
能
性

が
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
、
賃
金
を
巡
る
緊
張

が
高
ま
る
危
険
性
を
警
告
し
て
い
る
。
国
際

通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
の
最
新
の
成
長
予
測

数
値
を
も
と
に
算
出
さ
れ
た
〇
九
年
の
世
界

全
体
に
お
け
る
実
質
賃
金
の
伸
び
率
は
一
・

一
％
止
ま
り
と
な
る
も
の
の（
〇
八
年
は
一
・

七
％
）、多
く
の
国
で
賃
金
低
下
が
予
想
さ
れ
、

〇
八
年
に
〇
・
八
％
で
あ
っ
た
先
進
国
の
賃

金
成
長
率
は
〇
九
年
に
は
〇
・
五
％
の
マ
イ

ナ
ス
成
長
を
見
込
む
。

　

二
〇
〇
一
〜
〇
七
年
の
世
界
経
済
の
年
間

成
長
率
は
四
％
で
、
イ
ン
フ
レ
も
低
く
抑
え

ら
れ
て
い
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
世
界
の
半

数
の
国
で
賃
金
の
年
間
成
長
率
は
二
％
に
達

し
て
お
ら
ず
、
過
去
一
〇
年
間
に
経
済
成
長

と
密
接
に
連
動
し
た
賃
金
の
伸
び
が
達
成
さ

れ
な
か
っ
た
。
賃
金
の
近
年
の
水
準
と
分
布

の
主
な
動
向
を
分
析
し
た
結
果
、
景
気
上
昇

時
の
賃
金
の
伸
び
は
鈍
い
の
に
対
し
、
下
降

時
は
よ
り
急
速
に
鈍
化
し
て
い
る
。
一
九
九

五
年
か
ら
二
〇
〇
七
年
に
か
け
て
、
一
人
当

た
り
国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
の
年
成
長
率

が
一
％
伸
び
る
た
び
に
達
成
さ
れ
る
賃
金
の

年
成
長
率
の
伸
び
は
平
均
し
て
わ
ず
か
〇
・

七
五
％
に
し
か
な
ら
な
い
の
に
対
し
、
一
人

当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
一
％
低
下
す
る
毎
に
平
均

賃
金
は
一
・
五
五
％
低
下
し
て
お
り
、
現
在

の
危
機
が
賃
金
に
影
響
を
与
え
る
可
能
性
を

示
唆
す
る
結
果
と
な
っ
て
い
る
。
急
速
に
広

が
る
世
界
的
な
景
気
下
降
の
中
で
こ
の
パ

タ
ー
ン
が
繰
り
返
さ
れ
た
と
し
た
ら
、
景
気

後
退
の
度
合
い
は
よ
り
大
き
く
な
り
、
回
復

も
遅
れ
る
と
警
告
し
て
い
る
。

　

報
告
書
は
実
質
賃
金
の
伸
び
の
地
域
的
な

違
い
の
大
き
さ
も
示
し
て
お
り
、
ほ
と
ん
ど

の
先
進
国
と
中
南
米
諸
国
で
実
質
賃
金
の
年

間
伸
び
率
は
お
お
む
ね
一
％
以
下
で
あ
っ
た

の
に
対
し
、
中
国
、
ロ
シ
ア
、
そ
し
て
他
の

多
く
の
移
行
経
済
諸
国
で
は
一
〇
％
以
上
の

伸
び
率
が
記
録
さ
れ
た
と
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
、
政
府
は
賃
金
稼

得
者
の
購
買
力
を
保
護
し
、
そ
れ
に
よ
っ
て

国
内
消
費
を
刺
激
す
る
こ
と
に
向
け
た
強
い

決
意
を
示
す
こ
と
が
奨
励
さ
れ
る
と
強
調
。

具
体
策
と
し
て
、
①
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
利
潤

の
割
合
と
比
較
し
て
の
賃
金
の
割
合
の
さ
ら

な
る
悪
化
を
予
防
す
る
手
段
の
交
渉
を
社
会

的
パ
ー
ト
ナ
ー
に
奨
励
す
る
こ
と
②
最
低
賃

金
が
最
も
弱
い
労
働
者
を
効
果
的
に
保
護
す

る
こ
と
③
最
低
賃
金
と
賃
金
交
渉
が
例
え
ば

所
得
扶
助
措
置
を
通
じ
た
公
的
介
入
に
よ
っ

て
補
足
さ
れ
る
こ
と
を
提
案
し
て
い
る
。
そ

し
て
、
最
低
賃
金
と
団
体
交
渉
の
効
果
的
な

組
み
合
わ
せ
は
可
能
と
主
張
。
団
体
交
渉
の

対
象
範
囲
が
広
が
れ
ば
、
賃
金
は
よ
り
経
済

成
長
と
整
合
し
、
賃
金
格
差
の
縮
小
に
も
寄

与
す
る
と
し
て
い
る
。
実
際
、
最
低
賃
金
が

近
年
、
世
界
的
に
復
活
し
、
二
〇
〇
一
〜
〇

七
年
に
世
界
の
最
低
賃
金
の
年
間
成
長
率
は

平
均
五
・
七
％
を
記
録
し
た
。 

二
〇
〇
九
年
に
数
百
万
人
の
労
働
者
の
実
質
賃
金
が
低
下

―
 

Ｉ
Ｌ
Ｏ
「
世
界
賃
金
報
告
二
〇
〇
八
／
〇
九
年
版
」
で
警
告


